
長崎県交通局中央整備工場受変電設備更新工事
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建築・設備工事共通特記仕様書（１）

建築・設備工事共通特記仕様書（２）

Ｅ―３

Ｅ―２
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---

株式会社
HAMATANI

SEKKEI

濵谷設計

受変電設備単線結線図（改修後）

電気設備工事特記仕様書

建築・設備工事共通特記仕様書（５）

建築・設備工事共通特記仕様書（４）

建築・設備工事共通特記仕様書（３）

特―６

特―５

特―４

特―３

特―２

特―１



８．工事範囲 　(●印のついた工事種目が、本工事の工事範囲である。） Ⅱ　工事仕様
１．特記事項

（１） 章、項目は、番号の前に●印のついたものを適用する。適用しない項目等は、斜線、又は無印とする。
（２） 特記事項は、●印のついたものを適用する。

Ⅰ　工事概要 ●印のつかない場合は、※印のついたものを適用する。
●印と※印がついた場合は、両方を適用する。

 １．工事名称 ※印を適用しない場合は、○印に変えること。
（３） 本特記仕様書に選択項目がない場合は、空欄等に仕様等を記載する。
（４） 各章の特記事項にある（　　　）内記載番号は下記による。

 ２．工事場所 （建○．○．○）内の表示番号は、公共建築工事標準仕様書（建築工事編）の当該項目・図または表を示す。
（電○．○．○）内の表示番号は、公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）の当該項目・図または表を示す。
（機○．○．○）内の表示番号は、公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）の当該項目・図または表を示す。

 ３．敷地面積 （建改○．○．○）内の表示番号は、公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）の当該項目・図または表を示す。
（改電○．○．○）内の表示番号は、公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）の当該項目・図または表を示す。

 ４．工事内容 新営 （ ○ 新築 ○ 増築 ○ 改築 ） ● 改修 ○ （ ） （改機○．○．○）内の表示番号は、公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）の当該項目・図または表を示す。
（共○．○．○）内の表示番号は、公共建築工事標準仕様書（建築工事編）、（電気設備工事編）、（機械設備工事編）に

（１） 新営工事    共通の当該項目・図または表を示す。
（県共○．○．○）内の表示番号は、長崎県建設工事共通仕様書の当該項目・図または表を示す。

（５） Ｇ 印は、長崎県の「環境物品調達方針」の特記調達品目を示す。
（６） 関係法令の改正等により（条例を含む）、工事内容が法令に抵触する恐れのあることを認識した場合には、

その対応について監督職員と協議すること。
（７） 形状寸法の単位は、特記した場合を除き、ミリメートルとする。

２．適用基準等
（１） 図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、次の基準による。

● 公共建築工事標準仕様書　（建築工事編） [ 令和４年版 ] 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修
● 公共建築工事標準仕様書　（電気設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築工事標準仕様書　（機械設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築改修工事標準仕様書　（建築工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築改修工事標準仕様書　（電気設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築改修工事標準仕様書　（機械設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築設備工事標準標準図　　（電気設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 公共建築設備工事標準標準図　　（機械設備工事編） [ 令和４年版 ] 〃
● 建築工事標準詳細図 [ 令和４年版 ] 〃
● 構内舗装・排水設計基準及び資料 [ 平成27年版 ]

● 長崎県建設工事共通仕様書　（令和６年４月）　第１編（共通編）　第１章（総則） 第１節（総則）

ただし、以下については、適用しない。
１-１-１　 適用 ２項　文中　

「長崎県土木工事検査基準」、「長崎県土木工事検査指導幹職務要綱」
３項、４項　文中　

「及び工事数量総括表」
１-１-２　 用語の定義 １項　文中　

「段階確認」
６項　文中　

「工事数量総括表」
14項、36項　全文

１-１-５　 計画工程表 条文表題及び文中
「計画工程表」は公共建築工事標準仕様書に準じて「実施工程表」と
読み替えて適用する。

１-１-６ 施工計画書 １項　文中　（１）～（16）については、以下のとおり読み替えて準用する。
（１） 工事概要
（２） 実施工程表

　 ○ Ⅰ類 　 ○ Ⅰ類 　 ○ Ⅰ類 　 ○ Ⅰ類 （３） 現場組織表
○ Ⅱ類 ○ Ⅱ類 ○ Ⅱ類 ○ Ⅱ類 （４） 施工体系図
○ Ⅲ類 ○ Ⅲ類 ○ Ⅲ類 ○ Ⅲ類 設備概要　（●印のついたものを適用する） （５） 主要工種
○ Ａ類 ○ Ａ類 ○ Ａ類 ○ Ａ類 （６） 品質計画（品質目標、品質管理方針、重要管理項目、
○ Ｂ類 ○ Ｂ類 ○ Ｂ類 ○ Ｂ類 工種施工計画書作成要領、検査立会項目等）

○ （ ） （７） 養生計画
（２） 改修工事 ○ （ ） （８） 緊急時の体制及び対応

○ 電気式 ・ ○ 電子式 ・ ○ デジタル式 （９） 安全対策
○ タンク方式 （ ○ 高置タンク方式 ・ ○ ポンプ直結方式 ） （10） 環境対策
○ 直結方式 （ ○ 水道直結方式 ・ ○ 水道直結増圧方式 ） （11） 仮設計画
建物内の汚水と雑排水 （12） 現場の就業時間

○ 合流式（ ） 系統 （13） 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法
○ 分流式 （14） 産業廃棄物処理フロー図

ポンプ排水 （15） 総合評価に関する事項（誓約事項、技術提案又は施工計画）　
○ あり （ ○ 汚物 ・ ○ 雑排水 ・ ○ 湧水 ） ※総合評価落札方式実施時のみ
○ なし （16） 法定休日・所定休日（週休二日の導入）

排水槽 （17） その他
　 ○ 防水 　 ○ 防水 　 ○ 防水 　 ○ 防水 ○ あり （ 計画容量 ㎥） １-１-23　 建設副産物 10項、11項　全文

○ 外壁 ○ 外壁 ○ 外壁 ○ 外壁 ○ なし １-１-24 監督職員による検査 ５項、６項　全文
○ 建具 ○ 建具 ○ 建具 ○ 建具 建物外放流先 （確認を含む）及び
○ 塗装 ○ 塗装 ○ 塗装 ○ 塗装 （１） 汚水 （ ○ 直放流下水管 ・ ○ 浄化槽 ） 立会等
○ 耐震 ○ 耐震 ○ 耐震 ○ 耐震 （２） 雑排水 （ ○ 直放流下水管 ・ ○ 浄化槽 ） １-１-25　 出来形数量の算出 １項、２項　全文
○ 内装 ○ 内装 ○ 内装 ○ 内装 ○ 屋内消火栓設備 ・ ○ スプリンクラー設備 ・ ○ 泡消火設備 １-１-33 工事中の安全管理 1項　全文
● その他 ○ その他 ○ その他 ○ その他 ○ 連結散水設備 ・ ○ 連結送水管 ・ ○ 不活性ガス消火設備 13項　文中　「土木工事」を「営繕工事」に読み替えて適用する。

○ （ ） 17項　なお書き以降
○ 都市ガス 18項　文中

種別 （ ） 供給圧力 （ ） Pa 「受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上
高位発熱量 （ ） MJ/N㎥ 供給事業者名 の時間を割り当て、以下の各号から実施する内容を選択し定期的に安全
低位発熱量 （ ） MJ/N㎥ （ ） に関する研修訓練等を実施しなければならない。」を

○ 液化石油ガス 「受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により以下の各号から実施
（注意）改修の場合は、既存概要を示す する内容を選択し定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければ

ならない。」と読み替えて適用する。
30項、36項　全文

37項　文中　

「また作業線等が船舶の輻輳している区域を航行又はえい航する場合、
見張りを強化する等、事故の防止に努めなければならない。」

５．週休２日促進工事 38項、39項　全文
１-１-37　 環境対策 ４項　全文

○ 適用しない ６項　文中
※ 適用する （ ● 発注者指定方式 ○ 受注者希望方式 ） なお、適用する場合は「現場説明書」週休２日促進工事によること。 「受注者は、トンネル坑内作業において（省略）、監督職員と協議

するものとする。」
１-１-43 工事測量 全文

６．工事の余裕期間 １-１-47 保険の付保及び事故 １項、2項、3項　全文
の補償

○ 適用しない １-１-49 海上起重作業船団の 全文
※ 適用する （ ● 発注者指定方式 ○ 任意着手方式 ） なお、適用する場合は「現場説明書」余裕期間制度活用工事によること。 船団長

１-１-50 潜水作業従事者 全文
１-１-58　 現道工事における 全文

７．遠隔臨場活用工事 交通処理対策
１-１-59 用地境界杭の設置 全文

○ 適用しない １-１-60 情報共有システムの利用 全文
※ 適用する （ ○ 発注者指定型 ※ 施工者希望型 ） なお、適用する場合は「現場説明書」遠隔臨場活用工事の試行によること。 １-１-61 地盤情報の取扱いに 全文

ついて

1 一般エレベーター

2 一般油圧エレベーター

3 普及型エレベーター

4 非常用エレベーター

5 機械室レスエレベーター

建物番号

1 2 3 4 屋外

昇降機設備工事（工事種目）

建物番号

1 2 3 4 屋外

5 雷保護設備

●

20 中央監視制御設備

21 構内配電線路

22 構内通信線路

13 拡声設備

14 誘導支援設備

15 テレビ共同受信設備

16 監視カメラ設備

17 駐車場管制設備

18 防犯・入退室管理設備

19

発電設備

9 構内情報通信網設備

10 構内交換設備

11 情報表示設備

12 映像・音響設備

23 その他

1 4

長 崎 県 営 繕 工 事 特 記 仕 様 書
建築工事（工事種目）

1 仮設工事

2 土工事

1 2

5 コンクリート工事

諫早市貝津町1481

8 防水工事

建物番号
電気設備工事（工事種目）

1 電灯設備

長崎県交通局中央整備工場受変電設備更新工事
3 地業工事

2 動力設備

3 電気自動車用充電設備

4 電熱設備4 鉄筋工事

3 4 屋外

7
コンクリートブロック、ALCパネル

6 鉄骨工事

及び押出成形セメント板工事

6 受変電設備

7 電力貯蔵設備

8

10 タイル工事

9 石工事

12 屋根及びとい工事

11 木工事

14 左官工事

13 金属工事
2 3

用　　途
18 内装工事

17 塗装工事

建物名称

20 排水工事

19 ユニット及びその他工事

15 建具工事

16 カーテンウォール工事

火災報知設備

階　　数
22 植栽及び屋上緑化工事

21 舗装工事

構　　造

延床面積

建築面積
23 その他

24

建物番号

1 2 3 4 屋外

機械設備工事（工事種目）

階
1

階

階

25

階

2 換気設備

空気調和設備

給水設備

5 衛生器具設備

階

階

4 自動制御設備

排煙設備3

6

階

8 給湯設備

排水設備7

10 ガス設備

9 消火設備

11 雨水利用設備

計

階

耐震安全性の分類（官庁施設の総合耐震・対津波計画基準による）

13 浄化槽設備

12 撤去工事

15 ごみ処理設備

14 厨房設備

構造体

建築非構造部材

建物名称

階　　数

用       途

4

方式及び種別 設備概要

空調方式

主要熱源機器

3

長崎県交通局中央整備工場

整備工場

3

延床面積 －

1

改修内容

自動制御方式

給水方式

排水方式

受変電設備の更新

消火設備の種類

ガスの種類

2

特-1

図面番号
設 計 者 氏 名 図面名称 建築・設備工事共通特記仕様書（１）

建 築 士 事 務 所 名 工事名称 長崎県交通局中央整備工場受変電設備更新工事

設計年：令和６年１１月 　

株式会社 濵谷設計
1級建築⼠事務所 ⻑崎県知事登録 第(22)-10168号

濵谷 雄二
1級建築⼠ 国土交通大臣登録 第243999号



● 1 工事実績情報システム 登録する ○ 引渡しを要するもの 　 14 技能士 適用する　

への登録 (共 1.1.4) ○ 工事請負代金が５００万円以上の場合 (建・機 1.5.2) （ ●印は、適用作業。なお、指定のない作業についてもその活用を図るように努めること。）
(県共 1.1.7) ● 監督職員が指示する場合 (建改・機改 1.7.2)

● 2 書面の書式及び 「指示」、「承諾」、「協議」、「提出」、「提示」、「通知」、「報告」等の事項について書面により取り交わし ○

取扱い (共 1.1.5) 整理するとされている内容については「工事打合せ簿（監督職員が指示する様式）」を使用する ○

(県共 1.1.2) ○

　 3 設備工事との 施工範囲 ○

取り合い (共 1.1.7) 図面に特記なき場合は、別表ー１（工事区分表）による ○

施工図等 ○

設備機器設置、取合い等が検討できる施工図を提出し、監督職員の承諾を受ける ○

○

● 4 工事の記録 ● 工事報告 ○

(共 1.2.4) 受注者は、当月の工事の全般的な経過を記載した「工事報告書」（監督職員が指示する様式）を作成し、 ○

翌月10日までに以下の書類を添付の上、監督職員に提出する。 ○ 現場において再利用を図るもの及び再資源化を図るもの ○

（１） 工事進捗状況報告書 ○

（２） 工事記録写真 ○

○

● 履行状況報告 ○

中間前金払いを選択した場合は、履行状況を所定の様式に基づき作成し、認定請求時に以下の書類を ○

添付の上、発注者に提出する。 ○

（１） 実施工程表

（２） 出来高数量表 ○

（３） 完成部分の状況写真 ○

○ 特別管理産業廃棄物 ○

● 工事写真の提出 ○

工事写真の撮影、提出、整理等は、「長崎県営繕工事撮影要領」（平成31年度版）による。 ○

工事写真は原則、電子納品とし、併せて別途撮影対象表に定める概要版アルバムを１部提出すること。 ○

ただし、電子媒体での対応が出来ない場合は、監督職員の承諾を受けて従来の工事写真帳でも可とする。 ○

○

● 5 電気保安技術者 適用する ○

(建・建改 1.3.3) ○

(電・機・電改・機改 1.3.2) ○

○ PCB使用機器の有無については、調査を行い結果を監督職員に報告する。 ○

● 6 施工条件 ※ 下記以外は、「現場説明書」による。 ○ PCB使用機器は関係法令等に従い適切に処理する。 ○

(建・建改 1.3.5) ○ 工事車両の駐車場 ： ※ 構内 ○ （ ） ○

(電・機・電改・機改 1.3.3) ○ 資材置場 ： ※ 構内 ○ （ ） ○ 引渡しを要するもの及び現場において再利用及び再資源化を図るもの以外は、構外へ搬出し適切に処理する。 ○

○ 建設発生土（埋戻し、盛り土用）の仮置場 ： ※ 構内 ○ （ ） ○

　 8 舗装版切断作業時 　　受注者は、舗装切断時に発生する排水については、水質汚濁の防止を図る観点から、その排水 ○

● 7 発生材の処理等 ○ 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成12年５月31日法律第104号。以下「建設 　を回収し、産業廃棄物(汚泥)として処理しなければならない。ただし、現場条件等により、これ ○

(建 1.3.11) リサイクル法」という。施行令による分別解体等実施義務の対象工事であるため、同法に基づき分別解体等及び 　により難い場合は、産業廃棄物担当部局と協議のうえ適正に処理しなければならない。 ○

(建改 1.3.12) 特定建設資材の再資源化等の実施について適切な措置を請ずる。 　　受注者は、舗装切断時に排水が生じない工法（空冷式等）と採用した場合は、吸引する装置の ○

(電・機 1.3.9) ただし、工事契約後明らかになったやむを得ない事情により、予定した条件により難い場合は、監督職員と 　併用など、粉塵の飛散防止対策を実施するとともに、収集した粉塵は上記と同様、適正に運搬･ ○

協議するものとする。 　処理を実施しなければならない。 ○

　　なお、上記記載の発生する排水及び収集した粉塵の処理は、「発生材の処理等」による。 ○

● 本工事は、建設リサイクル法等の対象工事外であるが、分別解体等及び特定建設資材の再資源化等について (２４建企第４９０号　舗装の切断作業時に発生する排水の処理に関する運用（案）について（通知）) ○

適切な措置を行う ○

　 9 品質計画(建・建改1.2.2） 施工計画書で工法を定める場合の風圧力の計算 ○

工程ごとの作業内容 基準風速（V0) （ ） ｍ/ｓ ○

地表面粗度区分 ○ Ⅰ ○ Ⅱ ○ Ⅲ ○ Ⅳ ○

○ 上記風圧力の１．３倍の風圧力に対する安全性を確保する ○

○ １． 造成等 造成等の工事 ○ 上記風圧力の１．１５倍の風圧力に対する安全性を確保する ○

○ あり ○ なし ○

適用工種 ○

○ ２． 基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事 ○ ＡＬＣパネル（外壁、屋根） ○ 押出成形セメント板（外壁） ○

○ あり ○ なし ○ 外壁石張（乾式） ○ 長尺金属板葺
○ 折板葺 ○ アルミ笠木 ● 15 施工調査 施工数量調査

○ ３． 上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の工事 ○ ガラスブロック ○ シート防水（機械式） (建改 1.6.2) 調査項目 ○ 防水改修 ○ 外壁改修 ○ （ ）
○ あり ○ なし ○ 屋上緑化システム ○ （ ） 調査範囲 ○ 図示による ○ （ ）

調査方法 ○ 打診及び目視による
○ ４． 屋根 屋根の工事 ● 10 環境への配慮 本工事の建築建物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、 ○ （ ）

○ あり ○ なし (共 1.4.1） 次の（１）から（４）を満たすものとする ○ 既存部分の破壊を行った場合の補修方法は図示による

（１） 合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ，パーティクルボード、
○ ５． 建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事 その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、 ● 16 完成時の 部数仕様 ハードファイルＡ４版（１部）

○ あり ○ なし アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する 提出図書 （１） 完成図書

「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する (建・電・機 1.7.1) ※ 提出する ○ 提出しない
○ ６． その他 その他の工事 （２） 接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する (建改・機改 1.9.1) （２） 建築物の保全に関する書類

（ ） ○ あり ○ なし （３） 接着剤は可塑剤（フタル酸ジーｎ－ブチル及びフタル酸ジー２－エチルヘキシル等を含有しない (電改 1.11.1) ※ 提出する ○ 提出しない

難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する （３） 完成図

（４） （１）の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等は、ホルムアルデヒド、 ※ 提出する ○ 提出しない

再資源化すべきもの アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする （４） CADデータ、PDFデータ

また、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」は、次の通りとする ※ 提出する ○ 提出しない

（１）規制対象外

①建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド発散 ● 17 完成図（施工図及び ○ 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）１．７．２（完成図）によるほか、下記による

建築材料以外の材料 施工計画書を除く） ● 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）１．7．２（完成図）によるほか、下記による

②建築基準法施行令第２０条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料 (建・電・機 1.7.2) ○ 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）１．７．２（完成図）によるほか、下記による

（２）第三種品 (建改・機改 1.9.2) ○ 公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）１．９．２（完成図）、表１．９．１によるほか、下記による

①建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料 (電改 1.11.2) ● 公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）１．１１．２（完成図）によるほか、下記による

②建築基準法施行令第２０条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料 ○ 公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）１．８．３（完成図）によるほか、下記による

（３）アスベスト（石綿）含有建材

本工事に使用する材料については、アスベスト（石綿）を含有しないものとする ○ 上記以外の提出図書の種類及び記入内容

本工事により発生する上記発生材の搬出は、「公表用積算基準（長崎県土木部）」の再資源化処理施設一覧表に ● 11 材料・機材の品質等 同等以上の材料・機材等の使用
掲載の処理場から選定するものとする。 (共 1.4.2） 本工事に使用する材料・機材等は設計図書に定める品質及び性能と同等以上のものを使用する

ただし、製造業者が記載されている場合に同等以上のものとする場合は、あらかじめ監督職員の承諾を受ける

再資源化すべきもの以外 材料・機材等の品質及び性能

本工事において別表－２(材料、機材等の品質及び性能）に示す材料を使用する場合の材料・機材等の製造業者等は

次の（１）から（６）すべての事項を満たすものとし、この証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が

評価されたことを示す書面を提出して監督職員の承諾を受ける

（１） 品質及び性能に関する試験データを整備していること

（２） 生産施設及び品質の管理を適切に行っていること ● 完成写真 提出する

（３） 安定的な供給が可能であること

（４） 法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること

（５） 製造又は施工の実績があり、その信頼性があること 外部 （ ） 外観正面 （ ）

（６） 販売、保守等の営業体制を整えていること 内部 （ ）

外部 （ ） 外観正面 （ ）
　 12 特別な材料の工法 ○ 標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法は、当該製品の指定工法による 内部 （ ）

○ 改修標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法については、当該製品の指定工法とする 外部 （ ） 外観正面 （ ）

内部 （ ）
　 13 化学物質の 工事完了後に実施する

濃度測定 (建 1.5.9) （１） 測定は、パッシブ型採取機器により行う。
(電 1.5.7) （２） 建物の用途により、以下の物質の室内濃度を測定すること。
(機 1.5.8) ○ 学校施設： ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、スチレン、エチルベンゼン、 電子データは、RGB （フルカラー）、JPEG形式最高画質とし、CD－Rにて提出する

(建改 1.7.9) パラジクロロベンゼン
(電改 1.6.8) ○ 学校施設以外： ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、スチレン、エチルベンゼン 完成写真の撮影は、以下のとおりとする。
(機改 1.6.9) （３） 測定対象室、測定箇所数は次のとおり。 ○ 建築写真の撮影実績があるもので、監督職員が承諾する撮影者

● 任意

　 19 契約不適合点検 実施する・・・契約事項による契約不適合責任期間満了前に点検を行うので、受注者は立ち会うこと。

（瑕疵点検） （長崎県建築工事等契約不適合点検実施要領）

(契約書47条) 点検の時期：竣工後 （ ○ ２年 ○ １年 ）

上記に示す受入施設は参考であり、実施にあったっては関係法令を遵守し、適切な処理を行うものとする。

なお、処分地の決定にあたっては、監督職員と協議する。

）

章 項目 特記事項

施設名称 所在地廃棄物の種類 搬出距離

） km

○

所在地 搬出距離廃棄物の種類

コンクリート塊

アスファルト・コンクリート

建設発生木材○

km

km

○ （ ） km

（ ） km

（

（○ ）

章

●

１

各
章
共
通
事
項

工程

（

○

○

km

○ （

非飛散性ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材

（ガラス、陶磁器くず類）

）

施設名称

（

照明器具

○

○

箇所数

株式会社 濵谷設計
1級建築⼠事務所 ⻑崎県知事登録 第(22)-10168号

再利用

再利用

再利用

○ 再資源化

再資源化

項目 特記事項 章 項目 特記事項

建 築 士 事 務 所 名 工事名称

備考種類

測定対象室

○ 電線・ケーブル類

再資源化○

○

○

○

　
図面番号

設 計 者 氏 名

作業内容

工
程
ご
と
の
作
業
内
容

○

図面名称 建築・設備工事共通特記仕様書（２）

○ 飛散性アスベスト （

○ 廃石膏ボード （

特-2

長崎県交通局中央整備工場受変電設備更新工事

濵谷 雄二
1級建築⼠ 国土交通大臣登録 第243999号

（廃プラスチック類）

設計年：令和６年１１月

km

（ ） km

） km

km○ （

）

）

km

木くず

）○ 繊維くず （

） km

km

） km

非飛散性ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材
（ ）

引渡し場所

○ ガラスくず、陶磁器くず

種類

○ 蓄電池

○ 防水アスファルト （

廃プラスチック類

○

○ 金属類

km

（ ）

技能検定職種

コンクリート圧送工事作業

型枠工事作業

鉄筋組立作業

内外装板金作業

引渡し場所

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

処理方法

種類 処理方法 備考

○ PCB使用機器

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

型枠施工

改質アスファルトシートトーチ工法工事作業

技能検定作業

仮設工事

ビル用サッシ施工作業

タイル工事 タイル張り タイル張り作業

木工事 建築大工 大工工事作業

石工事 石材施工

シーリング防水工事作業

工事種目

建築板金 内外装板金作業

ガラス工事作業

木製建具手加工作業

鉄筋工事 鉄筋施工

鉄工

アクリルゴム系塗膜防水工事作業

石張り作業

塩化ビニル系シート防水工事作業

セメント系防水工事作業

ＦＲＰ防水工事作業

コンクリート工事 コンクリート圧送

スレート工事作業

かわらぶき作業
屋根・とい工事

左官工事 左官 左官作業

金属工事 内装仕上げ施工

自動ドア施工作業

サッシ施工 ビル用サッシ施工作業

ガラス施工 ガラス工事作業

カーテンウォール施工 金属製カーテンウォール工事作業

鋼製下地工事作業

建具工事

表装 表具作業

建築板金

木製建具機械加工作業

アルミ製室内建具作成作業

ボード仕上げ工事作業

鋼製下地工事作業

カーペット系床仕上げ工事作業

内装工事 内装仕上げ施工 プラスチック系床仕上げ工事作業

自動ドア施工

植栽工事 造園 造園工事作業

機械設備工事 配管施工作業工事（配管工事）

壁装作業

排水工事 配管 建築配管作業

舗装工事 路面表示施工 溶融ペイントハンドマーカー工事作業

加熱ペイントハンドマーカー工事作業

塗装工事 塗装 建築塗装作業

熱絶縁施工作業（保温工事）

建築板金作業（ダクト製作及び取付）

） 部

冷凍空気調和機器施工作業

○ カラー　キャビネ版 （

○ カラー　四切木製パネル （ ）

● 電子データ １式

部

○ （ ） 部） （

ブロック建築 コンクリートブロック工事作業

・押出成形ｾﾒﾝﾄ板工事 ＡＬＣパネル施工 ＡＬＣパネル工事作業

鉄骨工事 構造物鉄工作業

とび とび作業

とび

18

分類・規格 撮影箇所 提出部数

種類 記入内容

とび作業

合成ゴム系シート防水工事作業

防水工事 防水施工 アスファルト防水工事作業

ウレタンゴム系塗膜防水工事作業

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ALCﾊﾟﾈﾙ

●

１

各
章
共
通
事
項
（

続
き
）

●

１

各
章
共
通
事
項
（

続
き
）

備考

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ （　　　　　　　　　　　　　　　　　）



● 20 火災保険等 契約事項により、火災保険に付さなければならない、工事目的物、工事材料（支給材料を含む）及び始期と

(契約書59条) 終期は次のとおりとする

ただし、次に掲げる単独工事については、付保を除外できる

（１） 解体工事

（２） 植栽工事

（３） 外構工事

（４） 火災の恐れのない工事

また、契約時に保険証券の写しを契約担当者に提出すること

（補足）

工期を延伸した場合には、保険の期間も延長すること

なお、建設工事保険に付保した場合は、火災保険に付保したものと見なす

　 1 監督職員事務所 ※ 設けない
(建 2.3.1) ○ 設ける ○ 面積規模　（ ）㎡程度設

(建改 2.4.1) ○ 既存建築物の一部を使用する ○ 監督職員スペースと工事監理業務の職員スペースは

間仕切り壁等で仕切る。
○ 設備、備品等については、現場説明書による。

● 2 工事用水 構内既存の施設 
※ 利用できない ● 利用できる （ ※ 有償 ○ 無償 ）

● 3 工事用電力 構内既存の施設 
※ 利用できない ● 利用できる （ ※ 有償 ○ 無償 ）

　 4 騒音・粉じん等の ○ 防音パネル （設置位置：図示）
対策 ○ 防音シート （設置位置：図示）

　 5 足場その他 ○ 建築改修工事の場合

(建改 2.2.1) 外部足場 ○ 設置する（設置範囲： ○ 工事に必要な範囲 ○ （ ）
※ 枠組足場 ○ くさび緊結式足場 ○ 単管本足場 ○ 仮設ゴンドラ ○ 移動式足場を使用する

防護シート ○ 設置する（設置範囲： ○ 工事に必要な範囲 ○ （ ））

内部足場 ※ 脚立、足場板等 ○ （ ）

材料・撤去材等の運搬方法
○ Ａ種 二本構リフトによる ○ Ｂ種 トラッククレーンによる
○ Ｃ種 既存エレベーターによる ○ Ｄ種 既存階段による
○ Ｅ種 登り桟橋等による
○ その他 （ ）

(電改 2.2.2) ○ 設備工事の場合
(建改 2.2.1) ○ 別契約の関係受注者が定置したものを無償で使用できる。

○ 本工事で設置する。
○ 内部足場 （ 種） ○ 外部足場 （ 種）

● 6 既存部分の養生 既存部分の養生
(建改 2.3.1) ● 行う （養生方法： ※ ビニルシート、合板等による ○ （ ） ）
(機改 3.2.1) ○ 行わない

既存部分の特別養生
○ 行う （設置範囲及び養生方法： ※ 図示による ○ （ ） ）
○ 行わない

既存家具、既存設備等の養生
● 行う （養生方法： ※ ビニルシート、合板等による ○ （ ） ）
○ 行わない

開口部の養生
○ 行う （養生方法： ※ 合板張りによる ○ （ ） ）

（設置範囲： ※ 図示による ○ （ ） ）
○ 行わない

固定された備品、机、ロッカー等の移動
※ 行わない
○ 行う(図示）

　 仮設間仕切り 仮設間仕切り等の種別
(建改 2.3.2)

(電改・機改 2.2.3)

軽量鉄骨下地せっこうボード厚９．５両面張り、

グラスウール充填厚さ（ ）

軽量鉄骨下地合板厚９．０両面張り、

グラスウール充填厚さ（ ）
○ 軽量鉄骨下地せっこうボード厚９．５片面張り
○ 軽量鉄骨下地合板厚９．０片面張り

○ Ｃ種 ※ 単管下地シート張り ―
※ 合板張り木製扉　程度
○ （ ）

　 1 埋戻し及び盛土 材料及び工法
(建 3.2.3)（表3.2.1） ○ 材料 （ ） 工法 （ ）

※ 標仕　表３．２．１による

種別 ○ Ａ種 ○ Ｂ種 ○ Ｃ種 ○ Ｄ種

Ｃ種の場合： 発生場所 （ ） 運搬距離： （ ） km

運搬 （ ○ 発生原因者側 ○ 本工事 )

　 2 建設発生土の処理 ○ 構外指示の場所（他の工事に流用する場合）
(建 3.2.5) 受け入れ場所 名称（ ）

所在地 （ ）

処理費　： ○ 有償 ※ 無償

受け入れ場所での処理 ○ 敷き均し ※ たい積　
○ 構外指示の場所（処分場へ搬出の場合）

本工事により発生する建設発生土（残土）の搬出は、「公表用積算基準（長崎県土木部）」の残土処分受入業者

一覧表に掲載の処理場から選定するものとする。

受け入れ場所 名称（ ）

所在地 （ ）

運搬距離： （ ） km

処分費　： ○ 有償 ○ 無償

受け入れ場所での処理 ○ 敷き均し ※ たい積　
○ 構内指示の場所に敷き均し
○ 構内指示の場所にたい積

　 3 山留めの撤去 ○ 撤去する
(建 3.3.3) 鋼矢板等の抜き跡の処理 ○ 直ちに砂で充填する等の処理を行う ○ （ ）

○ 存置する

シャワーユニット、浴室ユニット ○

土
工
事

電気配管配線

機器などへの１次側配管配線及び接続

煙感知器から連動制御盤を経て防煙ダンパーに至る配管配線

保険対象物

電極棒

テレビアンテナ基礎 ○

冷却塔の基礎

デッキプレートの貫通部

補強

ＲＣ造床及び壁の貫通部

切込

保険対象金額 始期

建築物 請負金額 着工前

終期

工期から１ヶ月後まで

○

○

　

３

Ｂ種○

○ 仮設扉

仮
設
工
事

7

種別

○ Ａ種

材質

工事内容 A E

ガス漏れ検知器 ○

○

防火扉レリーズ ○

自家発電機の基礎

避雷針の基礎 ○

○

設計年：令和６年１１月
図面番号

設 計 者 氏 名 図面名称 建築・設備工事共通特記仕様書（３） 特-3　

章 項目 特記事項 別表－１（工事区分表）

M EV 備考 工事内容 A M
●

１
備考EVE

長崎県交通局中央整備工場受変電設備更新工事建 築 士 事 務 所 名

○便所内に設置する手すり（衛生器具ユニットに含まれる場合）

便所内に設置する手すり ○

ガスボンベ転倒防止用の鎖 ○

凡例　　　Ａ：建築工事　　　Ｅ：電気設備工事　　　Ｍ：機械設備工事　　　ＥＶ：エレベーター工事

鏡（規格外は建築工事）

工事名称

○ ○ ○

型枠

○ ○ ○

埋込形盤類及び箱類の型枠 ○

補強を要しない切込 ○

補強を要する切込 ○

補強 ○

○

機器の基礎

電気関係

配電盤・制御盤の基礎

仕上げ

○ 　片面塗装
○

●

２

点検口 床、壁、天井

オイルタンク（空調用）

屋内床下各種水槽等のマンフォールのふた

○ 　片面塗装

軽量鉄骨下地せっこうボード厚９．５（内部面）＋合板厚９．０
（外部面）

○

　片面塗装○

機械関係

受水タンク及び高置タンクの基礎

ソーラーパネル基礎

○

屋外 ○

屋上 ○

屋内

特記した基礎

○

○

○

○ ○

特記した基礎 ○ ○

開口部

ＲＣ梁の貫通部

補強 ○

○

上記の開口部の墨出し（※１）

型枠

スリーブ ○ ○ ○

○

スリーブ ○

鉄骨梁の貫通部

補強 ○

スリーブ ○ ○ ○

補強 ○

○ ○

穴埋め補修（型枠の穴埋めを含む）（※１） ○ ○ ○

フリーアクセスフロアの予備開口（工場加工）及びプレート ○

フリーアクセスフロアの複合アウトレット用開口（工場加工） ○

軽量鉄骨下地天井及び壁の開口部

○

（※１）墨出し、穴埋め補修は、スリーブ工事を行う施工者が実施する。

湯沸室のフード ○

外部取付ガラリ ダクト、チャンバーの接続用フランジを含む ○

取付枠 ○

換気扇

本体 ○

水栓 ○

流し台

本体（排水トラップ共） ○

○地下タンク貯蔵所

主燃料槽（自家発用） ○

防油堤 オイルサービスタンクの防油堤、タンク基礎 ○

○

屋外排水管

雨水

タンク室（躯体、土工事） ○

○

○

はめ込形洗面器用カウンター ○

雨水立管（たてどい） ○

汚水、雑排水

雨水集水管（ナイフゲート弁以降） ○

○ ○

○

個別パッケージの室内機、室外機の渡り配管（接地共） ○

機器などから操作スイッチ等への２次側配線及び接続 ○ ○

○

○

○

電気錠

電気錠及び通電金具（配線を含む） ○

ＴＥＮキー及び制御盤 ○

洗濯機パン ○

システム天井

ボード・Ｔバー ○

照明ライン設備プレート ○

空調ライン設備プレート ○

灌水コントローラーまでの１次側配管配線及び接続 ○

灌水ボックスまでの1次側給水配管及び接続

灌水装置
（植栽用）

灌水コントローラー ○

○灌水ボックス

○

昇降機関連

機械室・昇降路の躯体 ○

機械室の床配管ピット・蓋 ○

機械室の床開口

機械室の上げ床コンクリート打設・仕上 ○

○

昇降路内ピット防水・集水枡 ○

巻上機周囲のチェッカープレート敷 ○

点検用タラップ ○

各階出入口穴あけ・同補強 ○

三方枠取付・枠廻り埋戻し・同補強 ○

スリーブ ○

出入口扉・三方枠及び幕板 ○

昇降路がＳ造の時の出入口扉・三方枠及び幕板の固定用鋼材 ○

昇降路がＳ造の時の中間ビーム及びブラケットの受けピース ○

昇降路の中間ビーム、ブラケット、レールブラケット支持柱、他昇降路内の鋼製部材一式 ○

機械室大梁又は昇降路内にフックの取付（フック含む） ○

ホール押釦・インジケータ・綱索などの壁開口 ○

○

点検用コンセント・煙感知器 ○

機械室・昇降路内換気設備 ○

エレベーター制御盤までの動力・照明用電源・アース、防災信号、拡声設備（館内放送）
配管・配線工事

○

エレベーター制御盤からエレベーター監視盤又はエレベーター警報盤までの配管・配線工事

エレベーター制御盤から監視カメラ用の監視装置までの配管・配線工事 ○

エレベーター制御盤からエレベーター内監視カメラまでの配管・配線工事（監視カメラ含む） ○

エレベーター制御盤からインターホンまでの配管・配線工事 ○

エレベーター制御盤からエレベーター監視盤又はエレベーター警報盤までの制御及び
インターホンの配管・配線工事

○

○

動力計測用電力計から自動制御盤までの配管・配線工事 ○

エレベーター制御盤からエレベーター監視盤までの緊急地震速報用の配管工事 ○

各
章
共
通
事
項
（

続
き
）

フリーアクセスフロアの複合アウトレット取付及び配線 ○

自動制御盤と動力盤との渡り配管配線 ○

小便器用節水装置の制御盤以降の２次側配管配線

機器などから操作スイッチ等への２次側配管及び埋込ボックス

株式会社 濵谷設計
1級建築⼠事務所 ⻑崎県知事登録 第(22)-10168号

濵谷 雄二
1級建築⼠ 国土交通大臣登録 第243999号

昇降路内の仮設物 ○

エレベーター制御盤からエレベーター監視盤までの保守遠隔監視用（電話回線）の配管工事



（１） 工事概要

（２） 実施工程表

（３） 現場組織表

（４） 施工体系図

（５） 主要工種

（６）

（７） 養生計画

（８） 緊急時の体制及び対応

（９） 安全対策

（10） 環境対策

（11） 仮設計画

（12） 現場の就業時間

（13） 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法

（14） 産業廃棄物処理フロー図

（15） 総合評価に関する事項（誓約事項、技術提案又は施工計画）　

※総合評価落札方式実施時のみ
（16） 法定休日・所定休日（週休二日の導入）
（17） その他

（１）

（２）

（３）

（４）

（１）

（２）

（１）

（２）

（３）

2項～6項　略

（１）

（２）

（３）

　特記仕様書の適用基準等では、長崎県建設工事共通仕様書（令和５年４月長崎県土木部）第１編 共通編第１章 総則を適用することとししてい
ますが、この仕様書の中でも特に注意していただきたい事項について抜粋し、特記仕様書で読み替えた文言や不適用とした事項を書き替えて掲載
しています。（以下に記載している項目だけが適用されているものではないので注意してください。）

１－１－７

工事実績情報の作
成、登録

「長崎県建設工事共通仕様書」から抜粋（参考）

　受注者は、受注時または変更時において工事請負代金額が500 万円以上の工事について、工事実績情報サービス（コリンズ）に基
づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報について、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10 日以内に、変更時は
変更契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10 日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10 日以内に、訂正
時は適宜登録機関に登録をしなければならない。
　また、変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金額のみの変更の場合は原則として登録を必
要としない。
　なお、受注者は工事実績情報の登録後は、当該登録内容確認資料を整理・保管するものとし、監督職員の請求があった場合は、遅
滞なく提示する。

１． 　受注者は、請負代金が500 万円以上の場合には、工事着手前かつ施工方法が確定した時期に工事目的物を完成するために必要な
手順や工法等についての施工計画書を監督職員に提出しなければならない。ただし、請負代金が500 万円未満であっても監督職員
が指示した場合は同様に提出しなければならない。

１－１－６

別表－２　（材料、機材等の品質及び性能）
特記Ⅰ-11　証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して監督職員の承諾を受ける

床点検口

対象材料名

標準仕様書、２０章２節に規定するフリーアクセスフロアとし、使用用途は一般庁舎等の高さ６００mm以下を対象と
し、分類は下記による。
①３０００N
②５０００N

標準仕様書、２０章２節に規定する可動式間仕切を対象とし、国土交通大臣認定の「耐火構造間仕切」
及び構造形式の空間の仕切り方のうち床置き形は対象外

標準仕様書、２０章２節に規定する移動式間仕切を対象とし、使用用途は主として一般庁舎用を対象

標準仕様書、２０章２節に規定するトイレブースを対象とし、使用用途は主として一般庁舎用を対象

現場発泡断熱材

品目

フリーアクセスフロア

対象材料名

標準仕様書、６章８節に規定する床型枠鋼製デッキプレートを対象

標準仕様書、７章２節に規定する無収縮モルタルを対象

改修標準仕様書、８章２節に規定する無収縮グラウト材とし、プレミックス形及び現場調合形を対象

防水剤

品目

床型枠用鋼製デッキプレート

既製調合目地材

鉄骨柱下無収縮モルタル

無収縮グラウト材

アルミニウム製建具

鋼製建具

標準仕様書、２１章２節に規定するものとし、一般庁舎の構内に使用するグレーチングとしている。
材料、用途による分類は下記による。
①材料による分類
　・鋼製グレーチング
　・ステンレス製グレーチング
②用途による種類
　・溝ふた（横断用、側溝用）、ますふた用、かさあげ用、U字側溝を対象とし、
　　大スパン用及び荷重種別Ｔ－２５用並びに床板用は対象外

標準仕様書、２０章２節に規定する煙突用ライニング材とし、コンクリート打込みを対象

標準仕様書、１９章９節に規定する現場発泡断熱材を対象

押出成形セメント板 標準仕様書、８章５節に規定する押出成形セメント板を対象

成形伸縮目地材 標準仕様書、８章５節に規定する伸縮目地材を対象

標準仕様書、１１章２節に規定する既調合モルタルを対象

樹脂製建具 標準仕様書、１６章３節に規定する樹脂製建具を対を対象

標準仕様書、２３章５節屋上緑化及び改修標準仕様書９章６節に規定する屋上緑化改修工事を主とし、
区分は下記による。
①屋上緑化システム（板状成形品タイプ）
②屋上緑化軽量システム

標準仕様書、１４章４節に規定する軽量鉄骨下地等に取り付ける天井点検口を対象。
また外部軒天井に使用する場合は、その対応が可能なものを対象とする。

一般庁舎等の屋内及び外部玄関ポーチ部分の歩行用とし、コンクリート床スラブを対象とし、
寸法は６００角程度までとする。

セラミックタイル 標準仕様書、１１章１節に規定するセラミックタイルを対象

既製調合モルタル（タイル用）

天井点検口

グレーチング

自閉式上吊り引戸機構（手動開き式）

重量シャッター

標準仕様書、１６章２節に規定するアルミニウム製建具とし、一般的なビル用建具を対象。
新たに形材を製作するものや金属製カーテンウォール及び防音サッシは対象外。
ただし、断熱サッシについては③（Ｃ種におけるＨ－３以上）を対象。
①７０　Ｓ－５、Ａ－３、Ｗ－４（Ａ種）
②７０　Ｓ－５、Ａ－３、Ｗ－４（Ｂ種）
③７０・１００　Ｓ－６，Ａ－４、Ｗ－５（Ｃ種）

標準仕様書、１６章４節に規定する鋼製建具（標準型鋼製建具を含む）を対象とし、
建具の分類は下記による。
①鋼製建具（簡易機密性を除く）
②鋼製建具（簡易機密型）

長崎県交通局中央整備工場受変電設備更新工事

図面番号

図面名称

工事名称

設 計 者 氏 名 建築・設備工事共通特記仕様書（４） 特-4

建 築 士 事 務 所 名

鋳鉄製ふた（マンホールふた、弁枡ふた）

ポリマーセメントモルタル 改修標準仕様書、４章２節に規定するポリマーセメントモルタルを対象

公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）の当該事項に規定するマンホールふた・弁枡ふたを対象

鋼製軽量建具

標準仕様書、１３章５節に規定するルーフドレンとし、コンクリート打ち込みタイプを対象

標準仕様書、１５章３節に規定する吸水調整材を対象

標準仕様書、１５章３節に規定する建具廻り等に使用するモルタルに混入する防水剤を対象

標準仕様書、１６章５節に規定する鋼製軽量建具（標準型鋼製軽量建具を含む)を対象とし、建具の分類は下記によ
る。
①鋼製軽量建具（簡易気密型を除く）
②鋼製軽量建具（簡易気密型）

施工計画書

　受注者は、施工計画書を遵守し、工事の施工にあたらなければならない。
　この場合、施工計画書に以下の事項について記載しなければならない。また、監督職員がその他の項目について補足を求めた場
合には、追記するものとする。ただし、受注者は、維持工事等簡易な工事においては監督職員の承諾を得て、記載内容の一部を省
略することができる。

２． 　受注者は、施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合（工期や数量等の軽微な変更は除く）には、その都度当該工事に着手す
る前に変更に関する事項について、変更施工計画書を監督職員に提出しなければならない。

可動間仕切

移動間仕切（スライディングドア）

トイレブース

１－１－12

工事の下請負 　受注者は、下請負に付する場合には、以下の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならない。

３． 　受注者は、監督職員が指示した事項については、さらに詳細な施工計画書を提出しなければならない。

品質計画（品質目標、品質管理方針、重要管理項目、工種施工計画書,作成要領、検査立会項目等）

一般庁舎の屋上に単体で設置するもので、ガラス等を採光部に用いた小規模の既製金属部材による製品
（開口部は最大2,000ｍｍ角または長辺が3,000ｍｍまでのもの）とし、３０分以上の耐火性能を有する
ものを対象。
また、耐火性のない、透光性の合成樹脂系成形ドーム等を持つ製品であっても、下部に網入りガラスを
用い、３０分以上の耐火性能を有するものは対象。
ただし、大型のアトリウムや特別の形状を持つ特注品及び上部に人が乗ることを想定したものは対象外

　受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。

　下請負者が長崎県の建設工事入札参加資格者である場合には、営業停止、指名停止期間中でないこと。

煙突用ライニング材

屋上緑化システム

トップライト

乾式保護材（防水立上部）

吸水調整材（モルタル用）

ルーフドレン

ステンレス製建具

オーバーヘッドドア

標準仕様書、１６章８節に規定するクローザー類を対象とし、下記による。
①ドアクローザ（標準型建具用を含む）
②ヒンジクローザ
③フロアヒンジ

標準仕様書、１６章９節に規定するスライディングドア用及びスライディング用自動ドア開閉装置を
対象とし、下記による。
①駆動装置・制御装置（スライディングドア、スイングドアに適用）
②検出装置（スライディングドア、スイングドアに適用）

標準仕様書、１６章１３節に規定するオーバーヘッドドアを対象とし、種類は下記による。
①セクション材料による種類：スチールタイプ、アルミニウムタイプ、ファイバーグラスタイプを対象
②開閉方式にいよる区分：バランス式、チェーン式、電動式を対象
③強さによる区分：JIS A 4715「オーバーヘッドドア構成部材」による区分50、75、100、125を対象
④収納形式による区分：スタンダード形、ローヘッド形、ハイリフト形、バーチカル形を対象

錠前類

クローザ類

自動ドア機構

標準仕様書、１６章８節に規定する錠前類及び標準型建具用のレバーハンドルを対象とし、下記による。
①シリンダー箱錠（シリンダー箱錠）標準型建具用を含む
　　　　　　　　（レバーハンドル）標準型建具用
②シリンダー本締り錠

軽量シャッター

標準仕様書、１６章１０節に規定する自閉式上吊り引戸装置とし、主として身体障害者等が使用する
一般用庁舎等の事務室出入り口、屋内用、屋外用の身体障害者用便所の出入り口を対象

標準仕様書、１６章１２節に規定する軽量シャッターを対象とし、開閉機能による種類は上部電動式
（手動併用）、手動式を対象

標準仕様書、９章２節に規定する既製調合モルタルを対象

標準仕様書、１１章２節に規定する既製調合目地材とし、主として外装用を対象

ガラス 標準仕様書、１６章１４節に規定するガラスを対象

標準仕様書、１６章６節に規定するステンレス製建具を対象とし、簡易機密性は対象外

　下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。なお、下請契約を締結するときは、下請負に使用される技術者、
技能労働者等の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が適正に整備されるよう、市場における労務
の取引価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期等を定める下請け契約を締結しなければならな
い。　下請負者が当該共同企業体の構成員でないこと。

１－１－13

下請契約書及び下
請代金内訳書

　受注者は、建設業を営む者と下請契約を結締する場合、下請契約に係る契約書には、請負代金の額が記載されたものに個
別工事下請契約約款または工事下請基本契約書を添付して結締しなければならない。
　また、受注者は、下請契約を締結した場合は、当該下請に係る契約書の写しに下請代金内訳書（提出書類様式集の記載例
の内容を満足したもの）の写しを添付したものを下請契約締結後、速やかに監督職員へ提出するものとし、変更が生じた場
合も同様とする。ただし、工期のみ変更の場合はこの限りではない。

３． 　受注者は、発注者から、工事の施工の技術上の監理をつかさどる者（監理技術者または主任技術者）の設置の状況その他の工事
現場の施工体制が施工体制台帳の記載に合致しているかどうかの点検を求められたときは、これを受けることを拒んではならな
い。４． 　受注者は、施工体制台帳及び再下請負通知書並びに施工体系図に変更が生じた場合は、その都度速やかに監督職員に提出並びに
掲示物の変更をしなければならない。

　建設業法第二十四条の七第一項及び建設業法施工規則第十四条の二に掲げる事項

　安全衛生責任者名、安全衛生推進者名、雇用管理責任者名

　一次下請負人となる警備会社の商号又は名称、現場責任者名、工期
２． 　受注者は、下請契約を締結した場合は、各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図「提出用」を作成し、監督職員に提

出しなければならない。
　また、受注者は、施工体系図「掲示用」を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事関係者
が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げなければならない。

標準仕様書、１６章１１節に規定する重量シャッターを対象とし、種類は下記による。
①用途による種類：一般重量シャッター、外部用防火シャッター、屋内防火シャッターを対象とし、
　防炎シャッターは対象外
②開閉機能による種類：上部電動式（手動併用）及び上部手動式を対象
③スラットの形式による種類：インターロッキング形を対象とし、オーバーラッピング形は対象外

設計年：令和６年１１月

　受注者は、下請工事の受注者（当該下請工事の一部に係る二次以降の下請負人も含む）へ前項と同様の義務を負う旨を定
めるとともに、該当する全ての下請工事の受注者から前項の資料を集約のうえ、監督職員へ提出すること。

１－１－14

施工体制台帳及び
施工体系図

１． 　受注者は、工事を施工するために、下請契約を締結した場合は、施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともにその写しを
監督職員に提出しなければならない。
　また、受注者は、再下請が生じた場合には、再下請負通知書を作成し、監督職員に提出しなければならない。なお、施工体制台
帳には、次の（１）～（３）を記載すること。

１－１－17

調査・試験に対す
る協力

１． 　受注者は、発注者が自らまたは発注者が指定する第三者が行う調査及び試験に対して、協力しなければならない。この場合、発
注者は、具体的な内容等を事前に受注者に報告するものとする。

　埋蔵文化財の調査、発掘の遅延及び埋蔵文化財が新たに発見され、工事の続行が不適当または不可能となった場合

　関連する他の工事の進捗が遅れたため工事の続行を不適当と認めた場合

　工事着手後、環境問題等の発生により工事の続行が不適当または不可能となった場合
２． 　発注者は、受注者が契約図書に違反し、または監督職員の指示に従わない場合等、監督職員が必要と認めた場合には、工事の中

止内容を受注者に通知し、工事の全部または一部の施工について一時中止させることができるものとする。

　

５． 受注者は、当該工事で資源の有効な利用の促進に関する法律（平成26年６月改正法律第69号）第34条に基づく、建設業に属する事
業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判断の基準となるべき事項を定める省令第７条に規定する指定副産
物を工事現場から搬出する場合には、法令に基づき、再生資源利用促進計画書（確認結果票含む）を所定の様式に基づき作成した
後、速やかに監督職員に提出してその内容を説明のうえ、公衆の見やすい場所に掲げなければならない。また、受注者は、計画及
び実施状況の記録を工事完成後５年間保存しなければならない。

　前１項及び２項の場合において、受注者は工事全体の施工を一時中止（主たる工種の部分中止により工期が延期となった場合を
含む）する場合は、中止期間中の維持・管理に関する基本計画書を発注者に提出し、協議するものとする。また、受注者は工事の
再開に備え工事現場を保全しなければならない。

１－１－23

建設副産物

１－１－18

株式会社 濵谷設計
1級建築⼠事務所 ⻑崎県知事登録 第(22)-10168号

濵谷 雄二
1級建築⼠ 国土交通大臣登録 第243999号

工事の一時中止 １． 　発注者は、契約書第20 条の規定に基づき以下の各号に該当する場合においては、あらかじめ受注者に対して通知した上で、必
要とする期間、工事の全部または一部の施工について一時中止をさせることができる。
　なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然的または人為的な事象による工事の中断
については、１－１－48 臨機の措置により、受注者は、適切に対応しなければならない。

３．

３． 　受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票（紙マニフェストまたは電子マニフェスト）により、
適正に処理されていることを確かめるとともに、整備、保管し、監督職員から請求があった場合はこれを提示しなければならな
い。
　なお、受注者は、産業廃棄物管理票（マニフェスト）総括表を作成し、監督職員に提出しなければならない。４．

１． 　受注者は、建設副産物対策と建設工事公衆災害防止対策要綱（長崎県土木部）を遵守して、建設副産物の適正な処理及び再生資
源の活用を図らなければならない。

２． 　受注者は、掘削により発生した石、砂利、砂その他の材料を工事に用いる場合、設計図書によるものとするが、設計図書に明示
がない場合には、本体工事または設計図書に指定された仮設工事にあっては、監督職員と協議するものとし、設計図書に明示がな
い任意の仮設工事にあたっては、監督職員の承諾を得なければならない。

受注者は、当該工事で資源の有効な利用の促進に関する法律（平成26年６月改正法律第69号）第15条に基づく、建設業に属する事
業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令第８条に規定する建設資材に規定する特定建設資材
を工事現場に搬入する場合には、法令に基づき、再生資源利用計画書を所定の様式に基づき作成した後、速やかに監督職員に提出
してその内容を説明のうえ、公衆の見やすい場所へ掲げなければならない。また、受注者は、計画及び実施状況の記録を工事完成
後５年間保存しなければならない。



（続き） （続き）

10項、11項　不適用

３cm程度 ９cm程度

（１）

（２）

幅

長さ

高さ

重量 総重量 ３cm程度 ９cm程度

軸重

隣接軸重の合計

軸荷重

最小回転半径

3項、4項　略

5項、6項　不適用
３cm程度

９cm程度
３cm程度

2項、3項　略

1項、30項、36項

38項、39項

不適用

（１）

（２）

（３）
（４）

（５）

（６）

　「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」（以下「法」という。）の目的に鑑み、法第１２
条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入者の使用を促進すること。

　下請契約の相手方または資材納入業者を選定するにあたっては、交通安全に関する配慮に欠けるものまたは業務に関しダンプト
ラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させたものを排除すること。

②既に使用の腕章で類似品も可。

　粒度調整砕石、クラッシャランの再生資材を使用する場合は、長崎県リサイクル製品等認定制度の認定を受けた製品を使用する
ものとする。

３． 　第１項以外の資材についても、設計図書に明示がない場合には、再生資材を使用するよう努めること。
　なお、再生資材の使用にあたっては、長崎県リサイクル製品等認定制度で規定した品質等を満たした資材を使用するものとす
る。１－１－54

　受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約書第30条の規定の適用を受けると思われる場合には、
直ちに工事災害通知書により監督職員を通じて発注者へ通知しなければならない。

資材等の県内優先
調達

１． 　受注者は、工事に使用する資材等については、地場産業の活性化を図るため、原則として県内生産品を使用しなければならな
い。
　ただし、ＷＴＯ対象工事については、県内生産品を使用するよう努めるものとする。

下請人の県内優先
活用

１． 　受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約の相手を原則として「県内に主たる営業所」を有するもの、またはそれに準
ずるものの中から選定しなければならない。また、当該下請負工事の受注者（当該下請工事の一部に係る二次以降の下請負人を含
む。）が同様の義務を負う旨を定めなければならない。
　ただし、ＷＴＯ対象工事については、「県内に主たる営業所」を有するもの、またはそれに準ずるものの中から選定するよう努
めるものとする。

２． 　受注者は、請負金額が500 万円以上になる場合、本工事に使用した下請負人を工事完成までに、書面（様式－１（県内業者、県
内産建設資材の活用用）：下請企業使用報告書）及び電子ファイルによって監督職員に提出すること。

３． 　受注者は、請負金額が500 万円以上になる工事において、長崎県外の下請負人を使用する場合、その理由を付した書面（様式－
４（県内業者、県内産建設資材の活用）：長崎県内下請企業を使用しない理由書）及び説明資料を事前に監督職員に提出し、その
理由について承諾を得なければならない。ただし、ＷＴＯ対象工事については、提出のみとし、承諾は不要とする。
　なお、当該工事の発注機関が離島の地方機関の場合は、本項１行目の「長崎県外の下請負人」を「発注機関管外の下請負人」と
読み替えるものとする。

４．

再生資材の利用 １．

２．

　受注者は、工事の施工にあたり表１－３に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」
（平成29年５月改正 法律第41号）に基づく技術基準に適合する特定特殊自動車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領」
（平成３年10月８日付け建設省経機発第249号）、「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程」（最終改正平成24年３月23
日付国土交通省告示第318号）もしくは「第３次排出ガス対策型建設機械指定要領」（最終改訂平成23年７月13日付国総環リ第1
号）に基づき指定された排出ガス対策型建設機械（以下「排出ガス対策型建設機械等」という。）を使用しなければならない。
　排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督職員が認めた場合は、平成7年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排
出ガス浄化装置の開発」、またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設技術審
査証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用することができるが、これにより難い場合は、監督職員
と協議するものとする。

２．

13． 　受注者は、営繕工事に使用する建設機械の選定、使用等について、設計図書により建設機械が指定されている場合には、これに
適合した建設機械を使用しなければならない。ただし、より条件に合った機械がある場合には、監督職員の承諾を得て、それを使
用することができる。

　受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、その掛金収納書（発注者用）を工事請負契約締結後原則３
０日以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後原則４０日以内）に、発注者に提出しなければならない。な
お、工事完成後、速やかに掛金充当実績総括表を作成し、監督職員に提示しなければならない。
　また、公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針に従って、建設業退職金共済制度適用事業主工事現場標
識を、工事現場の工事関係者及び公衆の見やすい場所に掲げなければならない。

現 場 代 理 人

○ ○ 技 術 者

ダンプトラック等
による過積載等の
防止

（例３）現場代理人と技術者を兼務している場合

事故報告

１－１－37

環境対策 １．

 3.8ｍ

隣り合う車軸に係る軸距1.8ｍ未満の場合18ｔ（隣り合う車軸に係る軸距が1.3ｍ以上で、か
つ、当該隣り合う車軸に係る軸重が9.5ｔ以下の場合は19ｔ）、1.8ｍ以上の場合は20ｔ

　受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通達、昭和62 年３月30 日改正）、関連法令並びに
仕様書の規定を遵守の上、騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の問題については、施工計画及び工事の実施の各段階において十分
に検討し、周辺地域の環境保全に努めなければならない。

2項、3項、5項、7
項、8項　略

１－１－36

５． 　受注者は、工事施工中、監督職員及び管理者の許可なくして、流水及び水陸交通の支障となるような行為、または公衆に支障を
及ぼすなどの施工をしてはならない。

６．

　受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法（令和元年６月改正 法律第37 号）等関連法令に基
づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備等については、関係法令に基づいて適切な措置を講じておか
なければならない。
　なお、受注者は、安全な工事を進めるための、責任者・管理者・作業主任者等を選定し、労働者の安全と健康を確保するための
責任体制を明確にするとともに、作業主任者一覧表を施工計画書に記載しなければならない。

工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底
当該工事における災害対策訓練

当該工事現場で予想される事故対策

その他、安全・訓練等として必要な事項

使用人等の管理 １． 　受注者は、使用人等（下請負者またはその代理人若しくはその使用人その他これに準ずる者を含む。以下「使用人等」とい
う。）の雇用条件、賃金の支払い状況、宿舎環境等を十分に把握し、適正な労働条件を確保しなければならない。

２． 　受注者は、使用人等に適時、安全対策、環境対策、衛生管理、地域住民に対する応対等の指導及び教育を行うとともに、工事が
適正に遂行されるように管理及び監督しなければならない。

１－１－33

工事中の安全管理 ２． 　災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保をすべてに優先させるものとし、応急処置を講じるとともに、直
ちに関係機関へ通報及び監督職員に報告しなければならない。

１－１－23

建設副産物

 監督職員は、工事が契約図書どおりおこなわれているかどうかの確認をするために必要に応じ、工事現場または製作工場に立ち
入り、立会し、または資料の提出を請求できるものとし、受注者はこれに協力しなければならない。

　受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（令和３年７月改正 政令第198号）第３条における一般的制限値を超
える車両を通行させるときは、道路法第47条の２に基づく通行許可、または道路法第47条の10に基づく通行可能経路の回答を得て
いることを確認しなければならない。また、道路交通法施行令（令和４年１月改正 政令第16号）第22条における制限を超えて建設
機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法（令和４年４月改正 法律第32号）第57条に基づく許可を得ていることを確認
しなければならない。

車両の諸元

　受注者は、加熱アスファルト混合物、粒度調整砕石、クラッシャランを工事に用いる場合、設計図書に明示がない場合には、原
則として再生資材を使用するものとする。ただし、これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。
　なお、使用に際し、プラント再生舗装技術指針及び建設副産物対策と建設工事公衆災害防止対策要綱（長崎県土木部）を遵守す
るものとする。

１－１－24

監督職員による検
査（確認を含む）
及び立会等

１．

　受注者は、木くず（産業廃棄物以外）の処分地への搬入数量が確認できる資料を整備・保管し、監督職員から請求があった場合
には、直ちに提出しなければならない。

７． 　受注者は、前項により再生資源利用計画書及び再生資源使用促進計画書を作成した場合、または再生資源利用計画書及び再生資
源利用促進計画書を作成しない場合であっても、最終請負金額が500 万円以上の工事については、工事完了後速やかに再生資源利
用実施書及び再生資源利用促進実施書を建設副産物情報交換システム(ＣＯＢＲＩＳ)により作成し、監督職員に提出しなければな
らない。これによりがたい場合は、監督職員と協議すること。

８． 　受注者（排出事業者）は、次のことに留意し、建設廃棄物の適正な処理に努めなければならない。

　建設廃棄物を搬出する際は、事前に建設廃棄物処理委託契約を結ばなければならない。
　なお、その際の契約は、排出事業者と収集運搬業者または排出事業者と処分業者との、必ず２者間で結ばなければならな
い。ただし、収集運搬業者と処分業者が同一業者（許可業者に限る）の場合は、１枚の契約書によることができる。

　建設廃棄物を搬出する時は、その都度確実に委託業者に対して産業廃棄物管理票（紙マニフェストまたは電子マニフェス
ト）を発行しなければならない。

９． 　受注者は、建設発生土については、第１編１－１－23 建設副産物２項の規定により適切に処理しなければならない。

12.

13. 　建設発生土受入れ地については、受注者は、建設発生土受入地ごとの特定条件に応じて施工しなければならない。

１－１－30
施工管理 １．

建 築 士 事 務 所 名

図面名称 建築・設備工事共通特記仕様書（５）

工事名称 長崎県交通局中央整備工場受変電設備更新工事

特-5

図面番号
設 計 者 氏 名

株式会社 濵谷設計
1級建築⼠事務所 ⻑崎県知事登録 第(22)-10168号

濵谷 雄二
1級建築⼠ 国土交通大臣登録 第243999号

22． 　受注者は、工事現場が隣接しまたは同一場所において別途工事がある場合は、請負業者間の安全施工に関する緊密な情報交換を
行うとともに、非常時における臨機の措置を定める等の連絡調整を行うため、関係者による工事関係者連絡会議を組織するものと
する。

23． 　監督職員が、労働安全衛生法（令和元年６月改正 法律第37 号）第30 条第１項に規定する措置を講じる者として、同条第２項
の規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従うものとする。

31． 　受注者は、設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書の定めに従い、工事用道路の維持管理及び補修
を行うものとする。

26． 　受注者は、工事の適正な実施に必要な技術的能力の向上、情報通信技術を活用した工事の実施の効率化等による生産性の向上並
びに技術者、技能労働者等育成及び確保並びにこれらの者に係る賃金、労働時間、その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境
の改善に努めなければならない。また、受注者は、作業員が健全な身体と精神を保持できるよう作業場所、現場事務所及び作業員
宿舎等における良好な作業環境の確保に努めなければならない。

27． 　受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用するときは、積載物の落下等により、路面を損傷し、あるいは汚損す
ることのないようにするとともに、特に第三者に工事公害による損害を与えないようにしなければならない。
　なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書第29 条によって処置するものとする。

28． 　受注者は、工事用車両による土砂、工事用資材及び機械などの輸送を伴う工事については、関係機関と打合せを行い、交通安全
に関する担当者、輸送経路、輸送期間、輸送方法、輸送担当業者、交通誘導警備員の配置、標識安全施設等の設置場所、その他安
全輸送上の事項について計画をたて、災害の防止を図らなければならない。

29． 　受注者は、ダンプトラック等の大型輸送機械で大量の土砂、工事用資材等の輸送をともなう請負代金が500 万円以上の工事の場
合には、事前に関係機関と打合せのうえ、交通安全等輸送に関する必要な事項の計画を立て、施工計画書に記載しなければならな
い。

設計年：令和６年１１月

14.

　受注者は、建設発生土の受入れ地への搬入土量が確認できる資料（伝票等）を整備・保管し、監督職員から請求があった場合に
は、直ちに提出しなければならない。

　受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により以下の各号から実施する内容を選択し定期的に安全に関する研修・訓練等を実
施しなければならない。

19． 　受注者は、請負代金が500 万円以上の工事の場合には、工事の内容に応じた安全教育及び安全訓練等の具体的な計画を作成し、
施工計画書に記載しなければならない。

20． 　受注者は、安全教育及び安全訓練等の実施状況について、ビデオ等または工事報告等に記録した資料を整備及び保管し、監督職
員の請求があった場合は直ちに提示しなければならない。

21． 　受注者は、所轄警察署、所管海上保安部、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者、港湾管理者、空港管理者、海岸管理者、漁港
管理者、労働基準監督署、消防署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、工事中の安全を確保しなければならない。

　受注者は、工事の施工にあたっては、施工計画書に示される作業手順に従い施工し、品質及び出来形が設計図書に適合するよ
う、十分な施工管理をしなければならない。

　受注者は、施工に際し施工現場周辺並びに他の構造物及び施設などへ影響を及ぼさないよう施工しなければならない。また、影
響が生じるおそれがある場合、または影響が生じた場合には直ちに監督職員へ通知（１－１－３６ 事故報告）し、その対応方法
等に関して協議しなければならない。また、損傷が受注者の過失によるものと認められる場合、受注者自らの負担で原形に復元し
なければならない。

４．

　受注者は、工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対して支障を及ぼさないよう必要な措置を施さなければならな
い。

８． 　受注者は、工事着手前に電力、通信、ガス、水道設備等の埋設物の有無について、各施設管理者に確認し、その結果を、事前に
監督職員に提出しなければならない。

１－１－32

24． 　受注者は、工事期間中現場内及び周辺の整理整頓に努めなければならない。
25． 　受注者は、工事現場の現場環境改善を図るため、現場事務所、作業員宿舎、休憩所または作業環境等の改善を行い、快適な職場

を形成するとともに、地域との積極的なコミュニケーション及び現場周辺の美装化に努めるものとする。

１－１－51

現 場 代 理 人
○ ○ 技 術 者

①会社名・会社マーク等の記載も可。

現場技術者等の腕
章着用

２．

4項　不適用 ６．

表１－３

32． 　受注者は、請負代金が500万円以上の工事の場合には、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使用
方法等の計画書を施工計画書に記載しなければならない。この場合において、受注者は、関係機関に所要の手続をとるものとし、
発注者が特に指示する場合を除き、標識の設置その他の必要な措置を行わなければならない。

33． 　発注者が工事用道路に指定するもの以外の工事用道路は、受注者の責任において使用するものとする。
34． 　受注者は、特記仕様書に他の受注者と工事用道路を共用する定めがある場合においては、その定めに従うとともに、関連する受

注者と緊密に打合せ、相互の責任区分を明らかにして使用するものとする。

35． 　受注者は、公衆の交通が自由かつ安全に通行するのに支障となる場所に材料または設備を保管してはならない。また、毎日の作
業終了時及び何らかの理由により建設作業を中断する時には、交通管理者協議で許可された常設作業帯内を除き一般の交通に使用
される路面からすべての設備その他の障害物を撤去しなくてはならない。

37． 　受注者は、工事の施工にあたっては、作業区域の標示及び関係者への周知など、必要な安全対策を講じなければならない。

１－１－33

工事中の安全管理

１－１－52

暴力団等による不
当要求の排除対策

１．

　受注者は、当該工事にあたって長崎県建設工事暴力団対策要綱（平成22 年４月１日一部改正）に基づき、次に掲げる事項を遵守し
なければならない。
　なお、違反したことが判明した場合は、指名除外等の措置を行うなど、厳正に対処するものとする。

２． 　受注者は、監督職員による検査（確認を含む）及び立会に必要な準備、人員及び資機材等の提供並びに写真その他資料の整備を
するものとする。
　なお、監督職員が製作工場において立会および監督職員による検査（確認を含む）を行なう場合、受注者は監督業務に必要な設
備等の備わった執務室を提供しなければならない。

３． 　受注者は、台風、豪雨、出水、土石流、波浪、その他天災に対しては、天気予報などに注意を払い、常に災害を最小限に食い止
めるため防災体制を確立しておかなくてはならない。

安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育

当該工事内容等の周知徹底

９． 　受注者は、工事施工箇所に地下埋設物件等が予想される場合には、当該物件の位置、深さ等を調査し、その結果を、事前に監督
職員に提出しなければならない。

10． 　受注者は施工中、管理者不明の地下埋設物等を発見した場合は、監督職員に報告し、その処置については占用者全体の現地確認
を求め、管理者を明確にしなければならない。

11． 　受注者は、地下埋設物件等に損害を与えた場合は、直ちに関係機関に通報及び監督職員に通知（１－１－３６ 事故報告）し、
応急措置をとり補修しなければならない。

７．

17． 　受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人等が見易い場所に、工事名、工期、発注者名、受注者名及び工事
内容等を記載した標示板を設置し、工事完成後は速やかに標示板を撤去しなければならない。ただし、標示板の設置が困難な場合
は、監督職員の承諾を得て省略することができるものとする。

18．

15． 　受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視あるいは連絡を行い、安全を確保しなければならない。

16． 　受注者は、工事現場付近における事故防止のため一般の立入りを禁止する場合、その区域に、柵、門扉、立入禁止の標示板等を
設けなければならない。

14． 　受注者は、架空線等上空施設の位置及び占用者を把握するため、工事現場、土取り場、建設発生土受入地、資材等置き場等、工
事に係わる全ての架空線等上空施設の現地調査（場所、種類、高さ等）を行い、その調査結果を、事前に監督職員に提出しなけれ
ばならない。

12． 　受注者は、工事中に想定外の物件を発見または拾得した場合、直ちに関係機関へ通報するとともに監督職員へ報告し、その対応
について指示を受けるものとする。

　不当要求を受けた場合（下請業者が受けた場合も含む）は、毅然として拒否し、所轄の警察署に届出を行い、捜査上必要な協力
を行うとともに、その旨を速やかに監督職員に通知すること。

　受注者は、請負金額が500 万円以上になる場合、本工事に使用した資材を工事完成までに、書面（様式－２（県内業者、県内産
建設資材の活用用）：建設資材使用報書）及び電子ファイルによって監督職員に提出すること。

３． 　受注者は、請負金額が500 万円以上になる工事において、県内生産品以外を使用する場合、その理由を付した書面（様式－３
（県内業者、県内産建設資材の活用）：長崎県内産資材を使用しない理由書）及び説明資料を事前に監督職員に提出し、その理由
について承諾を得なければならない。ただし、ＷＴＯ対象工事については、提出のみとし、承諾は不要とする。

　不当要求による被害または工事妨害を受けた場合（下請業者が受けた場合も含む）は、所轄の警察署に被害届を提出するととも
に、その旨を速やかに監督職員に通知すること。

３． 　上記１、２の排除対策を講じたにもかかわらず、上記２の要因により工期に遅れが生じるおそれがある場合は、速やかに監督職
員と工程に関する協議を行うこと。

１－１－53

１－１－42

施工時期及び施工
時間の変更

１． 　受注者は、設計図書に施工時間が定められている場合でその時間を変更する必要がある場合は、あらかじめ監督職員の承諾を得
なければならない。

　受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公庁の休日または夜間に、現道上の工事または監督職員が把握し
ていない作業を行う場合は、事前に理由を付して監督職員に報告しなければならない。

１－１－45

不可抗力による損
害

１．

７．

1項～3項　不適用

４． 　受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇
用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。

５．

　受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して責任をもって適正な補償をしなければな
らない。

2項、3項　略

１－１－47

保険の付保及び事
故の補償

９． 　以上のことにつき、下請契約における受注者を指導すること。

１．

２．

備　　考機　　種

　ここでいう車両とは、人が乗車し、または貨物が積載されている場合にはその状態におけるものをいい、他の車両をけん引して
いる場合にはこのけん引されている車両を含む。

　受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に報告するとともに、所轄労働基準監督署及び所轄警察署など
のほか関係機関へ直ちに連絡し、適正に処理しなければならない。
　また、所定の様式（事故等発生速報、事故等発生報告書）を監督職員が指示する期日までに、提出しなければならない。

　受注者が配置する現場代理人、監理技術者、主任技術者等の現場技術者は、腕の見やすい箇所に腕章を着用するものとする。

（例１）現場代理人の場合

（例２）監理技術者、主任技術者の場合

　ディーゼルエンジン（エンジン出力７．５ｋＷ以
上２６０ｋＷ以下）を搭載した建設機械に限る。
　ただし、道路運送車両の保安基準に排出ガス基準
が定められている自動車で、有効な自動車検査証の
交付を受けているものは除く。

一般工事用建設機械
・バックホウ（ベースマシン含む）
・トラクタショベル（車輪式）
・ブルドーザー
・発動発電機（可搬式）
・空気圧縮機（可搬式）
・油圧ユニット
　　　以下に示す基礎工事用機械のうち、ベースマシンとは別に、独立し
た
　　　ディーゼルエンジン駆動の油圧ユニットを搭載しているもの
　　・油圧ハンマ
　　・バイブロハンマ
　　・油圧式鋼管圧入・引抜機
　　・油圧式杭圧入・引抜機
　　・アースオーガ
　　・オールケーシング掘削機
　　・リバースサーキュレーションドリル
　　・アースドリル
　　・地下連続壁施工機
　　・全回転型オールケーシング掘削機
・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ
・ホイールクレーン

40．

一般的制限値

20.0t　（但し、高速自動車国道・指定道路については、軸距・長さに応じ最大25.0ｔ）

10.0ｔ

 5.0t

12.0ｍ

 2.5ｍ

12.0ｍ

表１－２　一般的制限値

２．

　請負代金が500 万円以上の工事の場合には、受注者が配置する監理技術者、主任技術者（下請の主任技術者を含む）、専任義務
のある元請の専門技術者は、身分を証明できる資料（技術者証や免許証等）を携行しなければならない。

　

「長崎県建設工事共通仕様書」から抜粋（参考）

４． 　さし枠の装着または物品積載装置の不正改造をしたダンプカーが工事現場に出入りすることのないようにすること。
５．

６．

７． 　運送契約による場合は、事業用車両（緑ナンバー）を使用すること。
８． 　長崎県内ナンバー車両の優先使用に努めること。

１－１－57

１． 　工事用資機材等の積載超過のないようにすること。
２． 　過積載を行っている資材納入業者から資材を購入しないこと。
３． 　資材等の過積載を防止するため、資材の購入等にあたっては、資材納入業者等の利益を不当に害することのないようにするこ

１－１－55

　受注者は、工事に使用する資材等については、長崎県内に本店を有する者の中から調達するよう努めなければならない。

県内生産品とは
①長崎県内の工場にて製造・加工された資材・製品であること。
「材料が県外製品であっても、県内の工場で製造・加工したもの（二次製品）であれば、県内生産品として取り扱う」
②長崎県建設工事共通仕様書、公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編・機械設備工事編）その他関連する示方書等
の基準を満たす資材・製品であること。

６． 　受注者は、建設資材の利用及び建設副産物発生・搬出の有無に関わらず工事請負金額が500 万円以上の場合には再生資源利用計
画書及び再生資源利用促進計画書を建設副産物情報交換システム(ＣＯＢＲＩＳ)により所定の様式に基づき作成し、施工計画書に
含め監督職員に提出しなければならない。これによりがたい場合は、監督職員と協議すること。
　また、工事請負金額が500 万円未満であっても、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成26 年６月改正 法律第55
号）の対象工事の場合は、再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を所定の様式に基づき作成し、監督職員に提出しなけ
ればならない。

受注者は、法定外の労災保険に付さなければならない。

６．



＜機器標準取付高さ＞
特記 （１）項目は、番号の前に●印の付いたものを適用する。 ● 18 屋外の支持金物 屋外の支持金物、ボルト及びナットなどは、溶融亜鉛メッキ（HDZ35）仕上げ又はステンレス製（SUS304）とする。 （一般施設）

 なお、工事内容に直接的に該当する項目だけでなく、電気工事を施工する上で発生し得る標準的な項目にも●印を付記している。
（２）特記事項のうち選択する事項は、●印が付いたものを適用する。 ● 19 絶縁抵抗・接地抵抗 改修にかかわる電路は、施工前に絶縁抵抗及び接地抵抗を測定し監督職員に報告する。

 ●印が付かない場合は、※印が付いたものを適用する。 取引用計器 地上〜窓中⼼ 1800〜2,000 表示盤 床上〜中⼼ 天井高×0.9 ※2
  20 再使用機器 取り外した再使用機器は清掃し、性能確認のため絶縁抵抗測定を行う。 引込開閉器 地上〜中⼼ 1,800〜2,000 壁付発信器 〃 1,300

1,500 ベル・ブザー・チャイム 〃 2,300
  ● 1 電気工作物の種類 ● 事業用電気工作物 （ ● 新設 ○ 既設 ） ● 21 撤去後の補修 壁付け器具、床置き機器、天井付け機器の撤去跡の取付ボルト孔、壁面、天井面の変色等は （上端1,900以下） 壁付押ボタン 〃 1,300

○ 一般用電気工作物 （ ○ 新設 ○ 既設 ） 監督職員と協議して補修を行う。 スイッチ 〃 1,300 壁付位置ボックス （一般） 床上〜中⼼ 300
身体障害者用スイッチ 〃 1,100 壁付位置ボックス （和室） 〃 150

● 2 電気工事士 最大電力５００kW以上の場合においても、電気工事士等の有資格者により施工を行う。   22 貫通 既存のコンクリート床・壁などの貫通は、図面に特記なき場合、原則としてダイヤモンドカッターによる。 壁付コンセント （一般） 〃 300 身体障害者用親機 〃 1,300
また、事前に埋設物調査を行い、監督職員に報告する。  〃      （和室） 〃 150 身体障害者用子機 〃 1,100

  ● 3 工事用電力・水 本工事に必要な工事用電力、水及び官公署その他への諸手続きなどの費用は、すべて受注者の負担とする。  〃      （台上） 台下〜中⼼ 150〜300 身体障害者用呼出ボタン 〃 900(400) ※３
・その他   23 防火区画貫通処理 大臣認定を受けた工法で施工する場合は認定書の写しを監督職員に提出し承諾を受ける。  〃      （土間） 床上〜中⼼ 800〜1,300 身体障害者用復帰ボタン 〃 1,500

施工完了後は防火措置工法の標識を施工場所の容易にわかる位置に貼り写真を撮影する。 ブラケット （一般） 〃 2,100〜2,300 身体障害者用表示灯 〃 2,300
  4 本受電時の基本料金 基本料金（契約種別： 契約電力：   ｋW 期間：   日間） （踊場） 〃 2,000〜2,500 インターホン 〃 1,300 ※4

  24 配管本数・管路等 分電盤、制御盤及び端子盤等の二次側以降の配管配線経路、配線太さ、配線本数及び管径等は監督職員の承諾 （鏡上） 鏡上端〜中⼼ 150
  ● 5 工事用仮設物 すべて受注者の負担とする。 を受けて変更しても差し支えない。また、機械室等の床配線は図面上PF管で記載している場合であっても、

構内につくることが （ ※ できる。 ○ できない。）   ⽴ち上げ部分等の露出配管部分は金属管とし、その場合は全⻑に亘って接地線を設ける。 壁掛形制御盤 床上〜中⼼ 1,500 直列ユニット （一般） 床上〜中⼼ 300
（上端1,900以下） 直列ユニット （和室） 〃 150

● 6 監督員事務所 ※ 設けない ○ 設ける   25 露出金属配管の塗装 図面に特記なき場合、塗装（調合ペイント２回塗り）する。 手元開閉器 〃 1,500 機器収容箱 天井下〜上端 200
操作スイッチ 〃 1,300 受信機・副受信機 床上〜中⼼ 800〜1,500

● 7 登録（届出）を示す 公衆の見やすい場所に「電気工事業の業務の適正化に関する法律」による登録（届出）をおこなった     26 金属製可とう電線管 図面に特記なき場合、仕様は下記のとおりとする。 警報盤 〃 1,800 機器収容箱 〃 800〜1,500
標識 ことを示す標識を設置する。（下請を含む） 屋内：ビニル被覆なし   屋外：ビニル被覆あり・防水 端子盤（室内） 床上〜下端 300 発信機 〃 800〜1,500

集合保安器箱 天井下〜上端 200 ベル 〃 2,300
  8 石綿含有建材の調査 事前調査 工事の着手に先⽴ち、目視及び貸与する設計図書等により石綿を含有している吹き付け材、成形板、   27 電路の保護 特記のない屋内の引下げ部分及び露出部分の配線はメタルモールにて保護し、貫通部分の配線は金属管等にて保護する。 壁付位置ボックス （一般） 床上〜中⼼ 300 表示灯 〃 2,100

建築材料等の使用の有無について書面調査及び現地調査を実施し、監督職員に報告する。 壁付位置ボックス （和室） 〃 150 ガス検知器 床上〜上端 300以内
    28 呼び線 ⻑さ1m以上の⼊線しない電線管には1.2mm以上の樹脂製被覆鉄線を挿⼊する。 壁付電話機 （一般） 〃 1,300 （LPガス） (壁付けの場合）

調査範囲 ※ 改修対象部位 ○ 図示 壁掛形親時計 床上〜中⼼ 1,500 ガス検知器 天井面〜下端 300以内
● 29 アース線 ケーブルの1⼼を接地線として使用する場合は、緑色の⼼線とする。ただし、同一サイズ以上のEM-IE電線（緑色） （上端1,900以下） （都市ガス）

● 9 PCB使用機器 PCB使用のおそれがある機器については、その旨を監督職員に報告し、指示を受ける。 で代用してもよい。なお、やむを得ず緑色の⼼線又は電線を使用できない場合は、端末部分に緑色のテーピング処理 子時計 〃 天井高さ×0.9 ※2
を施し、アース線と判断できるようにする。 壁掛形スピーカ 〃 天井高さ×0.9 ※2 接地用端子箱 地上・床上 500

  10 再資源化等 蛍光ランプ、HIDランプ（建設資材廃棄物）の再資源化を （ ※ する。 ○ しない。） 壁付アッテネータ 〃 1,300 ~中⼼
● 30 電線・ケーブルの プルボックス、盤、ハンドホール内及び要所の電線・ケーブルには、回路の種別、線種、行先等を示した 時報子時計 〃 2,300 水道集中検針盤 床上〜中⼼ 1,500

  11 建設発生土の処理 ○ 構外指示の場所(他の工事に流用する場合) 表示札 表示札を取り付ける。 非常用コール釦 （浴室） 床上〜中⼼ 800 非常用コール釦 （便所） 便座前端 200~400
受け⼊れ場所 名 称 （ ） 非常用コール釦 （便所） 〃 400~600 （横方向位置） ~中⼼

所在地 （ ） ● 31 盤類の塗装 盤類キャビネットの塗装は、指定色仕上げとする。 非常用コール釦 （寝室） 〃 500
処理費 ： ○ 有償 ・ ※ 無償
受け⼊れ場所での処理 ○ 敷き均し ・ ※ たい積    32 予備配管 埋込形分電盤からの⽴上がり予備配管は、予備の配線用遮断器4個以下の場合（PF22）を1本、 ※1 施工上、本表と相違が生じる場合は、監督職員と協議する。

  ○ 構外指示の場所（処分場へ搬出の場合） 5個以上の場合（PF22）を2本、天井まで⽴上げる。なお、スラブ天井の場合は、天井又は ※2 （天井高）×0.9及び（天井高）×0.8は、天井高が2,500~3,000mmの場合に適用する。
本工事により発生する建設発生土（残土）の搬出は、「公表用積算基準（長崎県土木部）」の残土処分受入業者 梁下200mmまで⽴上げ、アウトレットボックスを取付ける。 ※3 身体障害者用呼出ボタンの取付高さ(400)は、床に転倒したときを考慮した高さを示す。

  一覧表に掲載の処理場から選定するものとする。 ※4 カメラ付の場合は、レンズに顔が映る位置に調整する。
受け⼊れ場所 名 称 （ ）   33 屋外盤への引き込み 屋外設置の盤類へ露出配管で引込む場合は、原則として盤の下部より引込む。

所在地 （ ） （共同住宅）
運搬距離 （ ） km   34 照度測定 照明器具を新設又は改修する場合、施工前及び施工後の照度を測定し監督職員へ報告する。

処分費 ： ※ 有償 ・ ○ 無償 一般照明 ※ する ○ しない
受け⼊れ場所での処理 ○ 敷き均し ・ ※ たい積  非常照明 ○ する スイッチ 床上~中⼼ 1,100 インターホン 床上~中⼼ 1,250

○ 構内指示の場所に敷き均し 壁付けコンセント （一般） 〃 400 直列ユニット （一般） 〃 400
○ 構内指示の場所にたい積   35 照度計算書及び 照明器具の承諾図を提出する際は、当該機種による照度計算書及び照度分布図を併せて提出する。 壁付けコンセント （和室） 〃 300 直列ユニット （和室） 〃 300

照度分布図 なお、改修工事においては、施工前の照度測定結果も併せて提出する。 壁付位置ボックス （一般） 〃 400
    12 足場その他 ○ 別契約の関係受注者が定置したものは無償で使用できる。 壁付位置ボックス （和室） 〃 300

○ 本工事で設置する。（改修工事標準仕様書第1編2.2.2によるほか下記による。）   36 照明器具の接地 コードペンダント以外の放電灯器具、LED照明及び水気のある場所の白熱灯器具は接地する。
○ 内部足場等 （ ○ 種 ○ 種 ） なお金属管配線の場合は、配管を利用してもよい。（乾燥した場所の27W以下のコンパクト形器具を除く） ※1 施工上、本表と相違が生じる場合は、監督職員と協議する。
○ 外部足場等 （ ○ 種 ○ 種 ） ※2 上表に記載のないものについては、「一般施設」を適用する。

  ○ 建築工事で設置する。   37 外灯 ポールと組み合わせる器具については、ポール内ジョイント器具（ブレーカ内蔵）を設ける。
○ 機械設備工事で設置する。

  38 外灯ポール 外灯ポールは、亜鉛付着量350g/㎡（JIS H8641「溶融亜鉛めっき」に規定するHDZ35）以上の
● 13 耐震措置 重量が1kNを超える設備機器及び図面に特記された設備機器は、施設の分類並びに機器の種別、重要度及び設置階に 溶融亜鉛めっきを施し、エッチングプライマー、指定色仕上げとする。 （特記事項）

応じて、次の設計用水平地震力及び設計用鉛直地震力に対し、移動、転倒、破損等が生じないように固定する。
  39 発電機回路コンセント 発電機回路に接続されるコンセントは回路種別が識別できるものとする。

● 施工に際し、耐震強度計算書を監督職員に提出し、承諾を受けるものとする。
● 施工状況の写真を撮影する。 ● 40 受変電設備 受変電設備を変更する際は、承諾図作成前に施設の主任技術者の承認を受ける。
１） 設計用水平地震力

機器の重量［ｋN］に、設計用標準水平震度を乗じたものとする。なお、特記なき場合、   41 構内柱 構内柱を建柱する際は、承諾図作成時に強度計算を行う。
  設計用水平震度は次による。

  42 地下埋設物 掘削工事を行う際は、事前に既設管路の調査を行い、監督職員に報告した後に掘削する。
  設計用標準水平震度

○ ●   43 標識シート 地中線路に設ける標識シートはダブルとする。
 

機器   44 地中埋設標 敷設箇所については図面による。
防振支持の機器 材質は、図面に特記なき場合、舗装部分は鉄製、それ以外はコンクリート製とする。
水槽類

  機器   45 配管引込部の 想定沈下量
防振支持の機器 地盤変異への対応 ○ 小規模 ○ 中規模 ○ 大規模
水槽類
機器   46 接地極 接地極の材料は、下表による。
防振支持の機器 （EB：D＝14、L＝1,500 EP：900×900×1.5t）
水槽類

（注）
上層階の定義は次による。 共同接地 ＥＡ・Ｃ・Ｄ １枚以上
2〜6階建の場合は最上階、7〜9階建の場合は上層2階、10〜12階建の場合は上層３階、 Ａ種接地 ＥＡ １枚以上
13階建以上の場合は上層4階とする。 Ｂ種接地 ＥＢ １枚以上
中間階とは地階、1階を除く各階で上層階に該当しないもの。 Ｃ種接地 ＥＣ ６本以上
水槽類には燃料小出タンクを含む。 D種接地 ＥＤ １本以上
重要機器は次のものを示す。 漏電遮断器回路用 ＥＥＬＣＢ １本以上

● 配電盤 ・ ○ 発電装置（防災用） ・ ○ 直流電源装置 ・ ○ 交流無停電電源装置 構内交換機用 １枚以上
○ 交換装置 ・ ○ 自動火災報知受信機 ・ ○ 中央監視装置 ・ ○ 通信総合盤 直流電源装置（陽極）（１０Ω以下） ２本以上

２） 設計用鉛直地震力 保安用（１０Ω以下） ＥＡｔ ６本以上
設計用水平地震力の1/2とし、水平地震力と同時に働くものとする。 保安用（１００Ω以下） ＥＤｔ １本以上

拡声用増幅器（１００Ω以下） ＥDa １本以上
● 14 姿図等 姿図は参考とし、製造メーカーを特定するものではない。 電話引込口の保安器用（１００Ω以下） ＥLT １本以上

また、姿図の形状寸法等は、図面表示と多少相違してもよい。ただし、監督職員の承諾を受ける。 雷保護設備 ＥＬ 1枚以上
高圧避雷器 ＥＬＨ 1枚以上

  15 機器標準取付高さ 図面に特記なき場合、機器の取付高さは右表による。 低圧避雷器 ＥLL ６本以上
Ｅo １本以上

  16 表示 ・ハンドホール及びマンホールのふたは、中央に N 表示、用途別に「電力」「通信」と表示する。 （接地抵抗の値は、電気設備技術基準の各接地抵抗値の50%以下を目安とする）
・スイッチ、コンセント、カバープレート及びプルボックスなどで用途を判断難いものは、

   下表により表示する。 ● 47 他工事又は他工種との 図面に特記なき場合、工事区分表による。
 （一般用強電は⿊字とし、防災用強電及び弱電は⾚字とする） 工事区分

 

 

    17 フラッシュプレート 図面に特記なき場合、フラッシュプレートの材質は下記のとおりとする。
住⼾内：樹脂製、その他（屋内）：新金属製、その他（屋外）：ステンレス製

電灯 L 拡声 S テレビ Tv

1.5 1.5

特定の施設 一般の施設

1.5 1.0 1.0 0.6
1.0

1.5 1.5 1.02.0

0.6
1.0 1.0 0.61.5

1.0 0.6

中間階 1.5

地階・１階

1.5 1.0 1.0 0.6
0.6 0.4

1.0 1.0 1.0

C 情報・CATV J

発電機 G 電鈴 B 防犯 K

電話 T インターホン ｔ ガス漏れ警報 ｇ

設置箇所 機器種別

上屋階、
屋上及び塔屋

重要機器 一般機器

2.0 2.0
2.0 1.5

動力 P 表示 I 火報 F

電気時計

特-6図面名称 電気設備工事特記仕様書

工事名称 長崎県交通局中央整備工場受変電設備更新工事

設 計 者 氏 名設計年：令和６年１１月

株式会社 濵谷設計
1級建築士事務所 ⻑崎県知事登録 第(22)-10168号

濵谷 雄二
1級建築士 国土交通大臣登録 第243999号

図面番号

建 築 士 事 務 所 名

住宅
共通

1.5

重要機器

2.0

一般機器
1.5 1.0

         測定用 EB

接地の種類

 雷保護 EP
EB

記号 接地極

章 項目 特記事項 章 項目 特記事項

名称 測点
電力
共通

電灯

分電盤 床上〜中⼼●
電
気
設
備

名称 測点

動力

構内
交換

電気
時計
・拡声

非常
警報

住宅
共通

章 項目 特記事項

取付高（mm） 名称 測点 取付高（mm）

情報
表示

測点 取付高（mm）

誘導
支援
設備

取付高（mm） 名称

テレビ
共同受信

火災
報知

その他

 通信情報

 電力
EP

EB

EBＥｔ
EP

EB

EB



ポンプ室

(備品庫) (整備場)

仮設発電機１

番号 負荷名称

移動式消火栓

2 M-B1

消火ポンプ
3

揚水ポンプ

負荷容量
kW

0.10

13.00

5.50

0.75

配線用遮断器
MCCB

2P 50AF20AT

3P 100AF75AT

3P 50AF50AT

3P 50AF20AT

ルーフファン、防火シャッター

10

発電機容量
kVA

20

仮設ケーブル

CV3.5-3C

CVT22 E5.5 × 2

FP8-3C E2.0 × 2

備 考

仮設発電機表

保護管

FEP30

FEP40

FEP30

※ １） 停電作業は、施設の運営に支障が無いように、施設管理者及び監督職員と協議を行う事。

２） 設置する仮設発電機は低騒音型を使用すること。

３） 図示の太線の破線は仮設発電機までの配管・配線を表す。配管・配線は施設利用者に注意し、可能な限り壁面へ敷設すること。

４） 仮設発電機の設置箇所には鉄板を敷くこととする。

L-A1

1 L-1

9.61

25.44

3P 50AF50AT

3P 250AF150AT 40

CVT14 E2 × 2

CVT60 E8 × 2 FEP65

FEP40

CV3.5-3C E2.0 FEP30

仮設発電機２

仮設発電機３

５） 発電機は４８時間分の運転を想定しており、対応した燃料を見込むものとする。

1
0,

00
0

(移動式消火栓)

計画地

付近見取図 No Scale

配 置 図 1/500

M-B2M-B1

L-A1 L-1

消火ﾎﾟﾝﾌﾟ制御盤

PB

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ制御盤

一級建築士登録

事 務 所 登 録

一 級 建 築 士

第(22)-10168号

第 243999 号

濵 谷 雄 二

設 計 担 当 製 図

SCALE

DATE 工事名称

図面名称

図 番

濵 谷 設 計
〒852-8155 長崎県長崎市中園町15-7HAMATANI

SEKKEI

株式会社

特

記

事

項

長崎県交通局中央整備工場受変電設備更新工事令和６年11月

付近見取図，配置図，仮設発電機図
A1=1/500

A3=1/1000

Ｅ １

至 諫早市街地

至 長崎市

至

諫
早
中
核
工
業
団
地

至 西諫早団地

長崎日本大学高等学校

J
R
長

崎
本

線

至 西諫早駅

至

大
村
市

至 喜々津駅

国
道

3
4
号

線

整備場棟

事務所棟

本工事対象：屋外キュービクル

(既設配線)

改修工事内容：

・既設キュービクル二次側ケーブルを取外し

・既設キュービクルを撤去

・新設キュービクルを敷設

・取外した既設二次側ケーブルを接続

38,000



長崎県交通局中央整備工場受変電設備更新工事令和６年11月

一級建築士登録

事 務 所 登 録

一 級 建 築 士

第(22)-10168号

第 243999 号

濵 谷 雄 二

設 計 担 当 製 図

SCALE

DATE 工事名称

図面名称

図 番

濵 谷 設 計
〒852-8155 長崎県長崎市中園町15-7HAMATANI

SEKKEI

株式会社

特

記

事

項 受変電設備単線結線図（改修後）
A1= －

A3= －

Ｅ ２

(屋内型)
ＣＨ

ＣＴ×２

ＰＦ Ｆ

ＶＴ×２

アース
各Ｄヘ

接地端子

A

６６００／２１０－１０５Ｖ

ＴＲ２ １φ

トップランナー仕様

ＦＵ：３Ａ×２

ＣＴ×２

５０／５Ａ

１００ＫＶＡ

６００／５Ａ

６６００／２１０Ｖ

トップランナー仕様
ＴＲ１ ３φ

ＰＣＳ ７．２ＫＶ５０Ａ

ＣＴ×２
５００／５Ａ

１５０ＫＶＡ

ＰＦ ３０Ａ×３

（防振ゴム＋ストッパー付）（防振ゴム＋ストッパー付）

No. 開閉器サイズ

L21 MCCB 3P 225AF 150AT L-1,2,3

負荷名称 容量(kVA)

25.44

配線サイズ

60

MCCB 3P 50AF 50AT L-A1

MCCB 3P 100AF 100AT L-B1

MCCB 3P 100AF 100AT L-B2

盤名称 低圧電灯盤

V

Woc s

ＦＵ：３Ａ×２

L22 9.61 14

L23 18.72 38

L24 14.13 22

【高圧受電盤】 【低圧動力盤】 【低圧電灯盤】

A

９ｋＶ

５０Ａ

V V

MDA MDA

ZCT

(重耐塩型)
ＣＨ

ＶＣＴ

ＳＯＧ

ＬＡ、ＶＴ内蔵
方向性ＳＯＧ付
３Ｐ ２００Ａ
７．２ＫＶ
ＰＡＳ

高圧引込み

３φ３Ｗ ６.６ＫＶ ６０Ｈｚ

６．６ｋＶ ＣＶＴ６０

3

ＳＣ ３φ

ＳＲ ６％

５０．０ ＫＶＡＲ

モールド

油入

BB

各機器へ

各機器へ

Ｗｈ

電力会社取付 電力会社取付

LGRLGR
ZCT

No. 開閉器サイズ

P11 MCCB 3P 225AF 200AT M-1

負荷名称 容量(kW)

43.66

配線サイズ

100

MCCB 3P 225AF 150AT M-A1

MCCB 3P 100AF 100AT M-B1

盤名称 低圧動力盤

P12 23.55 60

P13 14.00 38

P16

MCCB 3P 50AF 50AT 外構L27 3.00 14

MCCB 3P 225AF 150AT L-B3,4L25 15.58 60

MCCB 3P 100AF 75AT L-B5L26 15.00 22

MCCB 2P 50AF 20AT ※ 移動式消火栓L28 － 3.5

－

MCCB 3P 225AF 200AT M-B3P14 31.64 60

P15 MCCB 3P 225AF 150AT M-B5 20.00 60

特 記 事 項

防錆対策

防振対策

換気装置

照明／ｺﾝｾﾝﾄ

JIS-C-4620 高圧受電設備指針に基づき製作、施工する。

外面に取り付ける開口部は、虫・動物が侵入しないようにする。

扉を開いた状態で高圧充電部に容易に触れる恐れがある場合は、ｱｸﾘﾙ板等で保護する。

底板付とし、扉はｽﾄｯﾊﾟｰを取り付ける。

使用するﾎﾞﾙﾄ･ﾅｯﾄ類は、全てSUS製とする。

ｷｭｰﾋﾞｸﾙ内部の最高温度は、40℃以下とし適切な強制換気装置(ｻｰﾓSW/手動 切替)を設置する。

各扉の内側にはLED照明を設置する（ﾄﾞｱSW/手動 切替)。

各開閉器盤には、点検用ｺﾝｾﾝﾄ(2口以上、接地端子付)を設けること。

SUS製、指定色塗装仕上げ。(屋外型 耐塩仕様）

受変器類は、耐震ｽﾄｯﾊﾟｰ・防振ｺﾞﾑ(耐荷重)を設置する。

断路器操作棒・・・・長短各１本(6KV)予備品・付属品

予備ﾋｭｰｽﾞは20%とする(電力用、制御回路用)。表示用ﾗﾝﾌﾟ共。付属品箱に収容すること。

ＣＨ

ＤＳ

ＶＴ

ＣＴ

ＰＦ

ＶＣＢ

Ｆ

ケーブルヘッド

断路器

計器用変圧器

計器用変流器

ヒューズ

高圧限流ヒューズ

ＬＢＳ

ＺＣＴ

ストライカ引外･絶縁バリヤ･前面保護カバー付

高圧交流負荷開閉器 限流ヒューズ･

零相変流器

過電流継電器 (ＯＣＲ)

地絡方向継電器 (ＤＧＲ) ＳＯＧ制御装置(方向性)

Ａ

Ｖ

Ｗ

力率計

電力計

電圧計

電流計

最大需要電流計

電流計切換スイッチ

電圧計切換スイッチ

ＡＳ

ＶＳ

高圧真空遮断器

MDA

接地 種別は図示による

電力量計Wh

ＴＲ 油入変圧器 ダイヤル温度計･防振ゴム付

LGR 低圧地絡継電器

機 器 凡 例

ＰＦ

適用規格

COS 力率計

負荷容量及び二次側ｹｰﾌﾞﾙｻｲｽﾞは参考値である。負荷機器

2,200

高圧受電盤

2,800

1,000800

2,000

受変電設備姿図（参考）

低圧電灯盤

※ 基礎は既存流用とする

(150)

1,000

③②①

ＧＲ電源付

構内柱

ＥＡ
（ＬＡ）

構造・材料

防震対策 変圧器と低圧母線の接続には可とう導体にて接続する。

低圧動力盤

※本受変電設備は『専用受電設備』の為、消防法の基準に適合させること。

－ MCCB 3P 225AF ｽﾍﾟｰｽ 予備ｽﾍﾟｰｽ

MCCB 3P 100AF 75AT ※ M-B1 13.00 FP22

P17 MCCB 3P 50AF 50AT ※ 消火ﾎﾟﾝﾌﾟ 5.50 FP8

P18 MCCB 3P 50AF 50AT 外構 3.70 14

P19 MCCB 3P 50AF 50AT M-B4 10.00 14

※ 耐熱遮断器

P16,P17:
耐熱区画

L29

MCCB 2P 50AF 20AT 盤内電源L211 － －

MCCB 3P 225AF ｽﾍﾟｰｽ 予備ｽﾍﾟｰｽ－ －

B D

MCCB 2P 50AF 20AT GR電源L210 － －

MCCB 3P 50AF 50AT 予備 － －

ＬＢＳ ７．２ＫＶ２００Ａ
ＰＦ Ｇ５０Ａ×３
（バリア付）

（ストライカ装置付）

ＰＣＳ ７．２ＫＶ５０Ａ
ＰＦ ５０Ａ×２

６６００／２１０－１０５Ｖ

ＴＲ３ １φ

トップランナー仕様

ＦＵ：３Ａ×２

ＣＴ×２

２０ＫＶＡ

１２０／５Ａ

（防振ゴム＋ストッパー付）

V

MDA

ZCT

B

LGR

ＰＣＳ ７．２ＫＶ５０Ａ
ＰＦ １５Ａ×２

ＰＣＳ ７．２ＫＶ５０Ａ
ＰＦ １０Ａ×３

P28:
耐熱区画

※ 耐熱遮断器

MCCB 2P 100AF 100AT S-2（溶接機） 200VL30 20.00 60

TR3負荷

L30

－－ MCCB 3P 100AF ｽﾍﾟｰｽ 予備ｽﾍﾟｰｽ

－－ MCCB 3P 100AF ｽﾍﾟｰｽ 予備ｽﾍﾟｰｽ

電力会社と協議の上決定すること。

受電用遮断器の遮断容量及び引込ｹｰﾌﾞﾙｻｲｽﾞは推定値であるため、施工にあたっては受電機器

受変電設備 単線結線図（改修後）
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濵 谷 雄 二

設 計 担 当 製 図

SCALE

DATE 工事名称

図面名称

図 番

濵 谷 設 計
〒852-8155 長崎県長崎市中園町15-7HAMATANI

SEKKEI

株式会社

特

記

事

項 受変電設備単線結線図（改修前）
A1= －

A3= －

Ｅ ３

(屋内型)
ＣＨ

ＣＴ×２

ＰＦ Ｆ

ＶＴ×２

アース
各Ｄヘ

接地端子

A

６６００／２１０－１０５Ｖ

ＴＲ２ １φ

ＦＵ：３Ａ×２

ＣＴ×２

５０／５Ａ

１００ＫＶＡ

６００／５Ａ

６６００／２１０Ｖ

ＴＲ１ ３φ

ＰＣＳ ７．２ＫＶ５０Ａ

ＣＴ×２
５００／５Ａ

１５０ＫＶＡ

ＰＦ ３０Ａ×３

No. 開閉器サイズ

L21 MCCB 3P 225AF 150AT L-1,2,3

負荷名称 容量(kVA)

25.44

配線サイズ

60

MCCB 3P 50AF 50AT L-A1

MCCB 3P 100AF 100AT L-B1

MCCB 3P 100AF 100AT L-B2

盤名称 低圧電灯盤

V

Woc s

ＦＵ：３Ａ×２

L22 9.61 14

L23 18.72 38

L24 14.13 22

【高圧受電盤】 【低圧動力盤】 【低圧電灯盤】

A

９ｋＶ

５０Ａ

V V

A A

ZCT

(重耐塩型)
ＣＨ

ＶＣＴ

ＳＯＧ

ＬＡ、ＶＴ内蔵
方向性ＳＯＧ付
３Ｐ ２００Ａ
７．２ＫＶ
ＰＡＳ

高圧引込み

３φ３Ｗ ６.６ＫＶ ６０Ｈｚ

６．６ｋＶ ＣＶＴ６０

3

ＳＣ ３φ

５０．０ ＫＶＡＲ

油入

BB

各機器へ

各機器へ

Ｗｈ

電力会社取付 電力会社取付

LGRLGR
ZCT

ＶＴＴ

ＣＴＴ

No. 開閉器サイズ

P11 MCCB 3P 225AF 200AT M-1

負荷名称 容量(kW)

43.66

配線サイズ

100

MCCB 3P 225AF 150AT M-A1

MCCB 3P 100AF 100AT M-B1

盤名称 低圧動力盤

P12 23.55 60

P13 14.00 38

P16

MCCB 3P 50AF 50AT 外構L27 3.00 14

MCCB 3P 225AF 150AT L-B3,4L25 15.58 60

MCCB 3P 100AF 75AT L-B5L26 15.00 22

MCCB 2P 50AF 20AT ※ 移動式消火栓L28 － 3.5

－

MCCB 3P 225AF 200AT M-B3P14 31.64 60

P15 MCCB 3P 225AF 150AT M-B5 20.00 60

特 記 事 項

鋼板製、亜鉛溶射後指定色塗装仕上げ。(屋外型 耐塩仕様）

ＣＨ

ＤＳ

ＶＴ

ＣＴ

ＰＦ

ＶＣＢ

Ｆ

ケーブルヘッド

断路器

計器用変圧器

計器用変流器

ヒューズ

高圧限流ヒューズ

ＬＢＳ

ＺＣＴ

ストライカ引外･絶縁バリヤ･前面保護カバー付

高圧交流負荷開閉器 限流ヒューズ･

零相変流器

過電流継電器 (ＯＣＲ)

地絡方向継電器 (ＤＧＲ) ＳＯＧ制御装置(方向性)

Ａ

Ｖ

Ｗ

力率計

電力計

電圧計

電流計

最大需要電流計

電流計切換スイッチ

電圧計切換スイッチ

ＡＳ

ＶＳ

高圧真空遮断器

MDA

接地 種別は図示による

電力量計Wh

ＴＲ 油入変圧器 ダイヤル温度計･防振ゴム付

LGR 低圧地絡継電器

機 器 凡 例

ＰＦ

COS 力率計

負荷容量及び二次側ｹｰﾌﾞﾙｻｲｽﾞは参考値である。負荷機器

2,200

高圧受電盤

2,800

1,000800

2,000

受変電設備姿図（参考）

低圧電灯盤

※ 基礎は既存流用とする

(150)

1,000

③②①

ＧＲ電源付

構内柱

ＥＡ
（ＬＡ）

構造・材料

低圧動力盤

－ MCCB 3P 225AF ｽﾍﾟｰｽ 予備ｽﾍﾟｰｽ

MCCB 3P 100AF 75AT ※ M-B1 13.00 FP22

P17 MCCB 3P 50AF 50AT ※ 消火ﾎﾟﾝﾌﾟ 5.50 FP8

P18 MCCB 3P 50AF 50AT 外構 3.70 14

P19 MCCB 3P 50AF 50AT M-B4 10.00 14

※ 耐熱遮断器

P16,P17:
耐熱区画

L29

MCCB 2P 50AF 20AT 盤内電源L211 － －

MCCB 3P 225AF ｽﾍﾟｰｽ 予備ｽﾍﾟｰｽ－ －

B D

MCCB 2P 50AF 20AT GR電源L210 － －

MCCB 3P 50AF 50AT 予備 － －

ＬＢＳ ７．２ＫＶ２００Ａ
ＰＦ Ｇ５０Ａ×３
（バリア付）

（ストライカ装置付）

ＰＣＳ ７．２ＫＶ５０Ａ
ＰＦ ５０Ａ×２

６６００／２１０－１０５Ｖ

ＴＲ３ １φ

ＦＵ：３Ａ×２

ＣＴ×２

２０ＫＶＡ

１２０／５Ａ

V

A

ZCT

B

LGR

ＰＣＳ ７．２ＫＶ５０Ａ
ＰＦ １５Ａ×２

ＰＣＳ ７．２ＫＶ５０Ａ
ＰＦ １０Ａ×３

P28:
耐熱区画

※ 耐熱遮断器

MCCB 2P 100AF 100AT S-2（溶接機） 200VL30 20.00 60

TR3負荷

L30

－－ MCCB 3P 100AF ｽﾍﾟｰｽ 予備ｽﾍﾟｰｽ

－－ MCCB 3P 100AF ｽﾍﾟｰｽ 予備ｽﾍﾟｰｽ

Ｉ

受変電設備 単線結線図（改修前）


